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2024年の年の瀬となった。かつて日本で使
われた数え年では、元日を迎える度に全員
が年齢を1歳重ねる。本誌読者の皆さんならば、
きっと来年の計画を意気揚々と練っておられ
ることだろう。「年を重ねることに喜びはな
い」（旧約聖書 コヘレトの言葉12:1）などと
感じる方はまだ少ないかもしれない。今号の
特集はLongevity、不老長寿がテーマである。
年齢を重ねれば人は老化し死に近づく。誰も
が逃れようのない生物学的運命が、実は覆る
可能性があるとしたら？そんな未来も存外
夢物語ではない、という話をお届けする。
2025年、リバネスでは日本と東南アジアの
接続へ向けてさらにギアを上げる。本誌を
読みながら、日本・地域・世界という水平軸、
あるいは現在・過去・未来という時間軸を
反復横跳びし、来たる年に思いを馳せてみて
いただきたい。　　　      （編集長　塚越光）
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TECHNOLOGY HUNTING

バイオリアクターで廃棄窒素を新たな価値に変換する

過剰な家畜ふん尿による
漁業者との軋轢

近年、バイオガスの原料として注目

される家ச;ん。ロケットの೩料に

も用され始めている。しかし、ச産

の現場にはまだ課題がある。それは

過な;んやメタン発߬後に生じ

るバイオӷංの不適切ཧによる地

下水Ԛછや河川へのྲྀ出だ。実際、

原Ҽが特定された地下水Ԛછの約

40%が家ச;んによるものだ。ࡢ

今、;んを原料としてバイオガスを

製造するためのプラントݐ設が進んで

はいるが、収集された;んやバイオ

ӷංのすべてがॲཧされているわけ

ではない。また、河川にྲྀ出すると、

環境Ԛછだけでなく下ྲྀ域のӫཆ

化によりړ業者にѱӨڹが生じ、྆

者の間に᫁が生じる場合もগなく

ない。そこで長年ഇغ物ཧの研究

をしてきたੴҪ氏は、「ச産業とړ業

を繋͙」技術の開発を考えた。その結

果生まれたのが、バイオӷං中の、

素を含むӫཆԘ類を利用してඍ細藻

類を培ཆするシステムだ。

地域に根ざした
資源循環の実現

このシステムは、バイオӷං૧とඍ

細藻類リアクターをਫ਼ີろ過ບで繋͙

ことで、バイオӷං中のӫཆԘ類がリ

アクターଆに自然拡ࢄし、ඍ細藻類

の培ཆが可能になる。拡ࢄするӫཆ

Ԙ類の移動速度とඍ細藻類の増৩に

よる消費速度がり合うように設計さ

れ、ບަなしで連続40日間の培ཆ

が可能だ。これまでඍ細藻類培ཆは、

このӫཆԘ類（主にං料）に高いコス

トをかけていたが、見過ごされてきた

バイオӷංを活用することで、エネル

Ϊーゼロかつ低コストで素を回収

できる。それをඍ細藻類培ཆに活用

することで、新たな素の॥環を生み

出せるのだ。現在、時間で大量にタ

ンパク質を含むඍ細藻類を回収でき

る系の確立を目指している。ੴҪ氏は

培ཆしたඍ細藻類を、まずはڕคに

࿅り込み、タンパク源として活用する

ことを構想している。それにより、ړ

業者にとって有害であった家ச;ん

をॲཧしながらړ業者に貢献する

スキームを作り、「地域に根͟した資

源の॥環」を目指す。

廃棄物という言葉をなくす
この技術はଞྖ域や海外への展開

　私たちの生活を支える畜産業。環境汚染に繋がる「家畜ふん尿」は、管理や資源としての活用が進んではいるが、過剰
なふん尿やメタン発酵後の消化液（バイオ液肥）の処理は未だ課題だ。北海道大学の石井一英氏は、「新たな資源循環」の
実現により、畜産業の課題を解決すべく取り組んでいる。

北海道大学大学院工学研究院 環境工学部門　教授　石井 一英 氏

も期待できる。例えば、ඍ細藻類の培

ཆだけでなく、植物の水耕培や୶

水ڕのཆ৩、究極的にはӉۭ間な

どのด系でも適応できる可能性が

ある。また、ඍ細藻類もڕคだけでな

く、化হ品や৯品といったい道もあ

る。さらには、ੴҪ氏は海外への展開

も見ਾえている。東南アジアのメタン

発߬施設は発展్上であり、バイオ

ガスプラントと同時にඍ細藻類リアク

ターを設置することで、過な;ん

やバイオӷංによる環境Ԛછをげ

ると考えている。ただし、この技術を

社会に実装するためには、産業界や

地域との連携など、さらなる工が必

要だ。ੴҪ氏が目指すのは、「ഇغ物

という言༿をなくす」ことだ。「これま

でなかった新しい資源॥環のパスを

つくることで新たな価値をつくりたい」

とを込めて語った。

（文 Ԙ川 խو）

▲バイオ液肥槽と精密ろ過膜で接続された微細藻類リアクター
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長谷虎紡績株式会社

私たち株式会社リバネスは、知識を集め、コミュニケーションを行うことで新しい知識を生み出す、日本最大の「知識プラットフォーム」
を構築しました。教育応援プロジェクト、人材応援プロジェクト、研究応援プロジェクト、創業応援プロジェクトに参加する多くの企業
の皆様とともに、このプラットフォームを拡充させながら世界に貢献し続けます。
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ロフェッショナル集団です。「水と空気と環境」を
テーマに、建物用の揚水ポンプや空調設備内の送
風機を中心とした総合設備ソリューションを提供
し、都市インフラから一般家庭まで、人々の快適で
安全な生活環境を支えてきました。
　コロナ禍での売上減少を契機に、既存製品の改
善やM&Aによる事業成長に限界を感じました。既
存の枠に囚われずに、自社で新たな事業の種を育

てる仕組みづくりが必要だと考え、2024年から
テックプランターに参画しました。このプロジェクト
は、当社の未来を担う若手社員が主導しています。
彼らが未知の分野で新しい技術や考え方に触れ、
仮説検証を繰り返し、時には失敗を経験しながら
も成長していく姿を楽しみにしています。
　自社で事業の種を育て、その過程で人を育てる
仕組みを確立することで、次の100年を支える事
業の創出を目指します。
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　創業92年を迎え、熊本を代表する企業である株式会社再春館製薬所が、2024年4月、グループのオープンイノベーション
を活性化させる戦略子会社として設立したのが、株式会社再春館共創ラボラトリーだ。母体である再春館製薬所の主力
ブランド「ドモホルンリンクル」を中心とした事業が順調な成長を見せる中、変化の激しい新時代にあっても新しいコトを
起こすことができる組織へと変化を遂げようとしている。その変化を先導する、株式会社再春館共創ラボラトリー代表取締役
社長の綾部隆一氏にお話を伺った。
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縦型

オルバヘルスケアホールディングス株式会社

キリンホールディングス株式会社

淡色背景の場合

コーポレートセットロゴ_和文

ポジティブ表現

濃色背景の場合

ネガティブ表現

背景に複雑な写真や図柄がある場合

アウトライン表現単色表現

モノクロ表現

淡色背景の場合_ポジティブ表現 濃色背景の場合_ネガティブ表現

ツネイシホールディングス株式会社

大日本印刷株式会社

太陽誘電株式会社

大和リース株式会社

東海カーボン株式会社

テイカ株式会社

株式会社テラ・ラボ

トヨタ自動車株式会社

株式会社𠮷野家ホールディングス

★創業応援プロジェクト_241100.indd   1★創業応援プロジェクト_241100.indd   1 2024/11/14   19:572024/11/14   19:57
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地域に根ざす中堅・中核企業の、新時代へ向けた変化の狼煙
～グッドエイジング社会の実現を支える強い根を張る～

1997年 株式会社再春館製薬所に入
社。研究開発部にて主力商品ドモホルンリ
ンクルをはじめとした各種製品開発に従事。
2010年には同社の取締役に就任し、事
業部責任者、広告企画部責任者、海外事
業部責任者、経営戦略部責任者、製造部
責任者を歴任。2022年はグループ会社で
ある株式会社ヒューマンリレーションのＣＯ
Ｏに就任。2024年より、再春館製薬所の
100％子会社として株式会社再春館共創
ラボラトリーを立ち上げ、代表取締役社長
に就任し、現在に至る。薬剤師。

綾部 隆一
（あやべ　りゅういち）

株式会社再春館共創ラボラトリー
代表取締役社長

「薬剤師の免許は
捨てなさい」の真意

井上　熊本での活動を通じてҁ部さ

んとお会いした時から、Կか根底で通

ずるものを感じていました。今回ライ

フテックグランプリのパートナーとし

てご一ॹできること、とてもワクワクし

ています。

綾部　ࢲもです。ড়さんの（パッ

ション）にݺ応しました（স）。

井上　まずはҁ部さんのその量や

リーダーシップがどこから来ているの

かおいしてみたいのですが、再य़館

製薬所では様々な業を経験されて

きたとか。

綾部　実は大学ଔ業後はපӃ薬ࢣࡎ

として働き始めたのです。しかしૣ々

にපӃでの薬ࢣࡎの৬域のڱさを感

じて、社会ษ強がしたいと半年後には

පӃからඈび出していました。そうし

て門をୟいたのが再य़館製薬所でし

た。漢方事業部の薬݉ࢣࡎ研究開発

として入社したはずなんですが、入社

ૣ々に西川通子会長（当時社長）から

「薬ࢣࡎの໔ڐはࣺてなさい」と言わ

れ、面৯らったことを֮えています。

言༿通り、研究・製品開発から始まり、

、報、事業、海外、製造、経営とࠂ

様々な部ॺを経験させてもらいました。

井上　本当に෯いですね。も薬

学部出で薬ࢣࡎ໔ڐを持っている

のですが、薬学って本当に学Ϳൣғ

がいので、既存の৬域に捉われず、

ҁ部さんのようにリーダーシップを発

あるࢁして活༂できる場がもっとش

はずだとৗ々考えています。いろんな

人や環境と関わる際にその෯い引

き出しが活きてくる。次の時代を背

ෛって立つ経営者、アントレプレナー

は薬学部からもっと出てきていいん

じΌないかともࢥっています。

綾部　薬学は、薬やප気については

もとより、化学、物ཧ学、生物学から

公ऺӴ生、環境、法律まで学Ϳ౷合

学問です。いわΏる薬ࡎだけでなく体

に良いӨڹを与えるものとして薬の

֓೦をげた感֮を持って෯い専

門知識をっていけば、さらに社会を

変える力になるとࢥいます。ࢲ自も、

いわΏる薬ࢣࡎとして働いていては

できない様々な経験をしてきた中で、

会長の言༿のਅ意は「薬ࢣࡎという

資֨に捉われすぎたらいい仕事はで

きない。視野をく、視࠲を高く仕事

をするように」ということだったのだと、

今でこそよくཧ解できます。

発揮されるリーダーシップ
の背景に人あり

井上　全国の౷薬企業をרき込ん

だ「全国౷薬連བྷ協議会」の立ち上

げも、ҁ部さんが主ಋしたとฉきまし

た。

綾部　きっかけは2009年の薬事法

改正でした。国からҩ薬品の通信販

売を規制する方針が打ち出されまし

た。海外からの安全性の低いҩ薬品

が出回ることを͙という目的は正し
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博士（薬学）、薬剤師。大学院在学中にリバ
ネスを設立。博士過程修了後、北里大学理
学部助教、講師、京都大学大学院医学研
究科助教、慶應義塾大学特任准教授を経
て、2018年より熊本大学薬学部先端薬学
教授、慶應義塾大学薬学部客員教授に就
任・兼務。研究開発を行いながら、大学・研
究機関との共同研究事業の立ち上げや研
究所設立の支援等に携わる研究者であり経
営者。多くのベンチャー企業の立ち上げにも
携わり顧問を務める。

井上 浄
（いのうえ　じょう）

株式会社リバネス
代表取締役社長CCO

いのですが、通信販売を規制してしま

うと౷薬まで規制を受けてしまい

ます。日本には、岐阜の下
げ

࿊
ろ

ߣ
こう

、京都

の
ろく

ਆ
しん

ؙ
がん

といったように各地に良い

౷薬がありますが、その多くは通

信販売の形で地域外のお٬様へとお

ಧけしています。再य़館製薬所も௧
つう

ࢄ
さん

౬
とう

という௧薬を販売しています。

こうした౷薬が無くなってしまうこ

とは問題だと考え、協議会を立ち上

げました。

井上　౷薬をさなくてはというࢥ

いがあったのだとࢥいますが、なぜҁ

部さんは行動に移されたのでしょうか。

考えるだけで行動まで至らないことの

方が多いとࢥうのですが。

綾部　௧ࢄ౬が販売できなくなると

って、熊本県の薬課に相ࢥるとࠔ

ஊに行くと、再य़館製薬所୯独では

ଠ打ちできないとアドバイスをもら

いました。そこから৸ずに考えて協議

会を作ろうとࢥい至り、全国の౷薬

企業にి話をかけて話をしました。初

めは自分達がࠔるという切ഭ感からで

したが、色々な౷薬企業の方とお話

しする度にԿとかしなくてはいけない

というࢥいが強くなっていったんです。

再य़館製薬所東京事所の1階にア

ンテナショップを作り、全国の౷薬

を集めて販売していたこともありまし

た。最初に相ஊした県の薬課の方

のアドバイスなど、पりの人に背中を

押してもらって立ち上げに繋がったと

感じます。

井上　サポートと後押しがありながら、

それでも先಄に立つというのはなかな

か出来ることではありません。そして、

再य़館グループのオープンイノベー

ションを活性化させる戦略子会社とし

て2024 年 4月に再य़館共創ラボラ

トリーが設立されました。その立ち上

げはどのようなものでしたかʁ

綾部　きっかけは西川正明社長の発

案で、社長自が背中を押してくれま

した。未知のྖ域で全く自信はありま

せんでしたが、変化の時代に外部との

共創によりイノベーションを起こす必

要性、ด࠹的な社内環境を変えなけ

ればならないة機感は୭より感じてい

たとࢥいます。色々な変わった経験も

してきて、多গの無もできる自分が

やるしかないとも。ですので、社長か

ら立ち上げの相ஊを受けた際に自分

がやることへのいはありませんでし

た。ただ、どの立場で関わるかには

౻がありました。再य़館グループの子

会社のほとんどは西川社長が代表を

めているのですが、今回ࢲは自らが

代表取締役を担うことを申し出ました。

「共創」は一見ฉこえはいいですが、文

化も価値؍もҧう会社が共に手を携

えていくことは相当難しいことだとࢥ

います。おޓいのビジョン・目的・想

いがあり、その中で共に成長につなが

る結અ点を見出し、手を組む。これは

会社の機能的価値を超えた、人と人と

の信པ関係が重要だと考えたんです。

井上　ࢲもҁ部さんとぜひ手を組み

たいとࢥった時、まさに同じことを考
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目指す状態

提供すること

①動ける肉体
②正しく判断できる脳・思考
③自信がある精神・モチベーション

明日が楽しみと思える人生

漢方理念に基づき
人間の持つ自己回復力を高めることで
「明日が楽しみ」と思える人生を支援

健やかな暮らし
● 豊かな時間を送れている
● コミュニティ、社会への参加ができている
● 日常、非日常ともに刺激があり楽しい

健やかな身体
● 自己回復力が働いている
● フレイルリスクがない
● 身体の痛みから解放されている

健やかな心・気分
● 安心して、自信を持って生活できる
● フレイルに対する不安が少ない

生体リズム パーソナライズ

感動体験 住環境

● 良い口腔環境を維持できている
● 舌、味覚や唾液の機能が維持できている
● 食べること、会話することが楽しい

筋力
● 筋力が維持できている
● 外出や運動することが楽しい

口腔

肌・皮膚
● 肌の自己回復力が働いている
● 肌の状態が良い
● シミ、シワ、たるみで悩みがない
● 自分の肌に自信が持てる

痛み
● 動きの障害となる痛みが
 体質から和らぐ

地域に根ざす中堅・中核企業の、新時代へ向けた変化の狼煙
～グッドエイジング社会の実現を支える強い根を張る～

えていましたʂ　法人を背ෛったҁ部

さん自がスタートアップの起業家た

ちと向き合うという、その֮ޛがわ

ります。

藩校「再春館」からの
意思を受け継ぐ
「グッドエイジング」

井上　組৫としての共創ラボラトリー

立ち上げの背景もおいしたいです。

綾部　それでは再य़館製薬所の歴史

からগし話しますね。「再य़館」の名

は、ං後の藩校に由来しています。再

य़館は、士農工商のઈ対的な分の

ࠩがある時代に、ҩྍを平等にಧけ

るために立ち上げられたҩ学校でし

た。そのࢥ想を受けܧぎ、世の中の人

のせのためにҩྍをಧけていこうと

92 年前に創業したのが再य़館製薬

所です。創業当時は漢方薬や生薬製

の製造販売を行っており、熊本大ࡎ

学との共同研究で新薬を開発しなが

ら地域中心に薬業活動を行ってきま

した。戦後の૫せた子供達の姿を見

て、日本人の体質改善をやっていかな

いといけないという考えの元、背が伸

びる薬やےが増強する薬など、色々

と面നい薬を創ってはいましたが、事

業としては成長しませんでした。そん

な中でちょうど今年で50प年をܴえ

る基礎化হ品ドモホルンリンクルが開

発されました。日本人がコラーήンと

いう言༿をほとんどฉいたことがな

かった時代に生まれた日本初のコ

ラーήンを活用した化হ品です。商品

力が高く、大きな事業成長を果たして

きました。

井上　ドモホルンリンクルの事業は、

研究開発による製品の進化や、海外

への展開強化を含め、今も成長を続

けていますよね。

綾部　はい。ॱ 調な成長の背景には、

ドモホルンリンクル一つをとにかくຏ

き上げていくϢニークな姿勢があると

、います。再य़館製薬所は長い間ࢥ

お٬様を中心に深く深く事業を掘り

下げることを成長戦略として行ってき

ました。製造から販売まで自社で作り

上げてきているので、お٬様からの

のが毎日Կઍ݅と入ってくる。そ

こには商品にとって大事なώントがӅ

れていて、それを元にৗに商品をຏき

上げていくんです。結果としてॱ調に

事業が成長していることは自信やތり

にもなっている。一方で既存事業がॱ

調なことは、ある意ຯ一൪の課題なの

かもしれません。

井上　「事業も成長しているし、新し

いことになんてチャレンジしなくてい

いじΌん」となってしまいそうですよね。

綾部　けれど会社の成長を考えると、

ॱ調なうちに新しいチャレンジを始め

ておかないといけない。この変化が激

しい時代、ੲの高度成長期とはҧい、

色々な価値のものが発想される中か

ら、本当に良いものがっていきます。

イメージ図
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そのためには発想の機会をげてい

かなければいけません。社内で新規

事業部を立ち上げて取り組んだりもし

ましたが、同じ環境にいる者同士では

どうしてもアイデアががりにくいで

すし、とにかくࢁ動いてみて発想を

げるプロセスも社内にはありません

でした。藩校再य़館の意志をܧぎ、ҩ

ྍを含め人々が「明日がָしみ」とࢥ

える人生を提供しよう、「グッドエイジ

ング」な社会へد与していこうと掲げ

つつも、実際はなかなか౸達できてい

ないという課題感もあります。

井上　そこで再य़館共創ラボラト

リーを出ౡとして作って戦略的に活動

していこうと踏み切ったというわけで

すね。

木を大きくするために
根を深く強く張る

井上　共創ラボラトリーでの活動内

༰を教えてください。

綾部　再य़館グループは、体の化

হ品・ҩ薬品等の製造販売から、৯

品・ҩ薬品の各種検ࠪ、情報システ

ムの企画開発、コールセンター・通販

のコンサルなど多岐にる事業展開

をしています。「明日をָしみ」とࢥえ

る社会を築いていくために、グループ

の知やアセットを、外部企業や研究機

関の知やリιースと組み合わせて、共

に新しい価値を創造すること、おޓい

の事業成長を促進することに取り組

んでいきます。これまでやってきたҩ

薬品や৯品を通じてのみではなく、住

を含めた環境や、感動体験の提供ډ

も事業ྖ域としてげていきたいと考

えています。

井上　「明日がָしみとࢥえる人生を

提供する」ことをװにして、様々な事

業ྖ域にࢬをげていく、という構想

図をഈ見しました。グッドエイジング

という大きな木をつくっていく上で、

既存事業でװをଠくしつつ、その先に

新しいࢬを伸ばし強くしていくことが

共創ラボラトリーの役割と捉えると良

いのでしょうかʁ

綾部　実はٯなんです。地面の下に

しっかり根をுっていくという役割の

イメージが近いですね。大きな木を支

えるには同じだけの根っこが必要です

から。出資やM&Aによってӫཆを与

えていくことも含め、スタートアップ等

と共にしっかりと根をுっていく時だ

と考えています。

井上　なるほど。地上に見えてくるװ

やࢬを強くするために、今は目に見え

ない根っこをுっているところだと。こ

れは核心をಥいたお話だとࢥいます。

もうগし詳しくおฉかせください。

綾部　再य़館製薬所では新しいこと

を考える時に木のフレームワークをよ

くうんです。社内ワークショップな

んかでもう共通言語ですね。根から

ができ、実を結びますかࢬ、ができװ

ら、根っこにあるࢥいがԿかを大事に

します。新商品案のような目に見えや

すい「実」の話だけをすると、「実の話

じΌなくて根の話をしなさい」とࢲも

現会長からよくౖられたものです。根

の話はビジネスのスピード上、素ૣい

断が必要になるので、中్半に

やるとٯ効果になってしまいますが、

長い先を見ਾえてやっていくには根っ

こが大事だと考えています。

井上　共創ラボラトリーの取り組みを

、げていくための社内での間作りも
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根をுる活動の一つですね。

綾部　はい。スタートを一ॹに切る

間は、まず新しい取り組みに乗っかっ

てくれそうな人を、ࢲが必要最低限集

めました。もちろん、本業も並行して

できる人という؍点も踏まえて。ただ、

、や現在のメンバーは異質な方でࢲ

社内全体ではまだ未知のྖ域に自ら

踏み出そうとする人は多くありません。

会社としても、「見たことのない景色

を見に行くぞ」と社員の背中を押し始

めている段階ですが、全然知らない場

所に行って新しい科学技術を見ฉき

することが増えさえすれば、お٬様か

らのとも繋がってアイデアの発想が

うんです。リࢥがる人は結構いると

バネスとの取り組みがそのきっかけに

なるとも感じています。

井上　もちろんです。どんどんメン

バーを増やして根っこをுって、グッ

ドエイジングのࢬを増やすことに繋げ

ていければとࢥいます。

セルフメディケーションが
形作るグッドエイジングな
社会

井上　藩校時代からの地域に根͟し

たࢥ想を引きܧぎ現代の課題として

捉えした結果、グッドエイジングな

社会へのد与をミッションとされたの

だとよくཧ解できましたが、ҁ部さん

の考えるグッドエイジングとはなんで

すかʁ

綾部　年齢を重ねることがネガティブ

ではなく、ポジティブにࢥえる人生だ

とࢥいます。年齢を重ねるとできない

ことは増えていきます。見た目もਰえ

ていきます。けれど、自分の感受性と

前向きな気持ち次第でどれだけでも

明日をָしみにࢥえるのではないで

しょうか。それをサポートできるよう

な新しい価値を生み出していきたいと

っています。そのためには全人的ҩࢥ

ྍの発想、もっと言うとセルフメディ

ケーションが大事になっていく。その

環境を整えることが結果としてグッド

エイジングを形作っていくのではない

かと考えています。

井上　一人一人が自分の݈߁を

ཧ・Ѳできる状態を作ることによっ

てこそ、全人的なҩྍが実現できると

いうわけですね。

綾部　例えば内細ەはݸ人ごと

に多様性があり、ある人にとって良い

内細ەが別の人にとって良いەと

は限らない。だからこそ、一人一人が

自分を知るということを増やしてセル

フメディケーションができるようにな

らないと、全人的ҩྍはうまくいかな

いとࢥうんです。その環境作りには、

実感を得にくい݈߁指標の見える化、

数値化のための新しい技術がد与し

てくるはずです。目に見えて変化して

いくとخしいですから、ܧ続する動機

になります。ライフテックグランプリは

まさにそうした技術を発掘し育ててい

くところだなとࢥいます。

地域に根ざす中堅・中核企業の、新時代へ向けた変化の狼煙
～グッドエイジング社会の実現を支える強い根を張る～
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地元熊本・九州の
ヘルスケア・ライフケア
産業発展への貢献

井上　最後に、再य़館共創ラボラト

リーの設立にあたっての、地域の中核

企業としてのお考えもぜひฉかせてく

ださい。

綾部　水がきれいで๛な熊本は、ݹ

くからシリコンアイランドの一֯として

半ಋ体事業がんでしたが、近年

企業のTSMCが製造拠点を設け、ま

た新たな展開が生まれています。ただ、

熊本県としては半ಋ体に次͙第2、第

3の柱が必要と考えており、それがヘ

ルスケア・ライフケアྖ域です。まさに

再य़館製薬所が取り組んできたྖ域で

あり、地元企業として熊本・भを中

心とした地域の経済の柱作りに貢献し

ていきたいと考えています。熊本・भ

にしっかりと根いてヘルスケア・ライ

フケアの発信地となっていければと。

井上　再य़館製薬所が毎年取引先や

協力会社などの関係者を集めて熊本

の本社で開催されている「ྱޚの会」

に先日も参加させていただきました。

日本全国からの参加者がおられまし

たが、やはり地域との繋がりを強く感

じました。

綾部　地元の熊本大学とは複数の共

同研究࠲ߨを設置し、Angptl2（加齢

に関するタンパク質ʀ以下 ANL）など

の共同研究に取り組んでいます。ANL

の研究の中では、地元の植物資源活用

に繋がった事例もあります。「 不
しらぬい

知Ր

٠
ぎく

」という、Ӊ市の不知Ր地方での

み培されるرগなՖがあるのですが、

ANLの制に有用な原料を୳す過程

で400種以上の植物を調ࠪした結果、

୧り着いたのがこの植物でした。地域

の方と共に試験培を行い生産体制

を整えることで、化হ品・機能性৯品

への合が可能になりました。製品へ

のಋ入により不知Ր٠の培量、生産

者も増加しています。こうした取り組み

が、地域の雇用拡大、耕作์غ地の活

用などの地域貢献にも繋がると考えて

います。

井上　本社のある拠点、再य़館ώル

トップには、社員৯ಊや保育Ԃ、ҹ

ŋDM෧入施設までซ設されています

ね。ここでの雇用創出を見るだけでも

地域経済への貢献が多分にえます。

綾部　熊本の共創ラボラトリーの拠

点には、分析・ଌ定設備をซ設したۭ

きスϖースがあるので、活用方法を構

想中です。ライフテックをやるなら、人

に体験してもらう実証をしながら分

析・ଌ定もできる場所が必要になると

。うんですࢥ

井上　いいですねʂ　参考にできそう

なケースが色 と々あるので、一ॹにラ

イフテックの実証現場を見に行きま

しょう。地域に根͟すという意ຯでも、

地域で仕掛ける活動も始めていきた

いですね。本日はありがとうご͟いま

した。　 　　　　（構成 野 ѥر）
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Illustration created with the assistance of AI

特 集

　Longevity（不老長寿）は古来から人類の夢であった。しかし、秦の始皇帝が不老不死の薬を探させたという逸
話から2000年以上が経った現代では、ただの夢の世界にとどまる話ではなくなってきている。「抗老化ではなく、
若返り」、「健康寿命のデザイン」など、SFのような話の裏にある原理をサイエンスが明らかにし始め、関連する
ビジネスが今まさに生まれ始めているからだ。一方で、もし私たちの寿命が200歳を超え、そのほとんどの時間を
健康に過ごせるようになった時、社会全体もまた大きく変わらなければならないだろう。

　本特集では、Longevity分野でサイエンスと社会の間に橋を架け、新たなビジネスを構想・実装している専門
家たちに話を伺うことで、当該分野のビジネスの最前線を例示する。また、今後人の寿命の延伸と共に私たちの
社会がどのように変わっていくかについてのイメージを読者に持ってもらい、そのような新たな社会の中で現在
キャッシュカウとなっているビジネスが社会に貢献できる位置を保ち続けることはできるだろうか、という疑問を
自身に問う契機としていただきたい。

Longevity
不老長寿はビジネスになるか
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老化は治療できる
～細胞の老化理解と
治療法の開発～

2000年代になり࢛半世لが経ち、

エイジング研究を取りרく環境は大

きく変わったと言っていいだろう。マ

ウスやώトでの研究が進み、ण໋を

制ޚするҼ子が DNA やタンパク質

などの分子レベルで明らかになって

きた。ૣ 野氏は「පཧ学的もしくはバ

イオマーカーを用いて状を断で

きることが『࣬ױ』として認知される

主要な݅ですが、化を分子の機

能からཧ解し、バイオマーカーが生

まれてきていることがブレークスルー

となっています」と分野の発展の一Ҽ

を語る。化をコントロールするには、

ଁ器特異的に起こる࣬ױを局所的に

治すような手術とは異なり、体とい

うシステム全体をケアするような考え

方が必要になるのだ。

体全体とリンクし、化を制ޚす

る分子は既にいくつも発見されている。

例えば「サーチュイン」や「mTOR」と

ばれるタンパク質が関与することݺ

で、適度なカロリー制限がण໋の延

伸につながることが既に明らかに

なっている。このような分子を制ޚす

る薬やサプリメントがNMNやラパマ

イシン、メトホルミンとして有名であ

り、アンチエイジングの効果がある。

一方で、化によって低下する細๔

の機能は、エピήノムなどをհして改

善可能であり、化そのものを可ٯ

　2022年、老化への介入を通して健康寿命を延伸するための研究開発を行う企業として、米国でAltos Labsが設立された。
Facebookへの投資で財を成したユーリ・ミルナーが立ち上げに関わり、またAmazon創業者のジェフ・ベゾスが投資を行ったとも
噂されることで話題となったことは記憶に新しい。近年は、膨大な個々人の生体データを解析するためのマシンパワーが向上し、また
「使える」生成AIが登場したことで、研究開発に留まっていた感のある老化関連ビジネスが大きく進む前の転換点に我々はいると
言っていいだろう。人類は老化を克服できるのか、そしてこれからどのような関連ビジネスが生まれるのだろうか。
　2010年代にエイジング研究で世界をリードするハーバード大学のDavid A. Sinclair博士*の元で研究を行い、現在は自身でも
アカデミアとスタートアップの双方で当該分野をリードする早野元詞氏に、世界のそして日本の老化関連ビジネスはこれからどう展開
していくのかについて考えを伺った。

一ൠஂࡒ法人 ASAGI Labs代表ཧ事  株式会社 ASAGI Labs代表取締役  
氏 ࢺ野 元ૣ  ࢣߨጯ義क़大学ҩ学部整形外科学教室 特ܚ

破壊的か共創的か：
老化関連ビジネスは日本でも動き出すのか？

的に治ྍすることが可能になるとい

う֓೦が生まれている。このような考

え方がエイジング研究の最前ઢであ

り、reKuvenation（एฦり）であった

り、reprogramingとݺばれ、Altos 

Labsを含めて世界中で研究者が᭩

をっているྖ域である。

長寿への挑戦を
誰がドライブするのか

「化のビジネスは自分で新しい

マーケットを創れる。もしくは創りに

行かないと成立しない点が面നい」と

ૣ野氏は語る。しかし、そのどਅん中

にҐ置すると予想された製薬企業の

関与が現状多くは見られないことは

興ຯ深い。「Aging Companies 

	for prop ts
 ��」という関連スタート

アップを200 社ཏしたリストがあ

る。どのような大企業や投資家がリス

ト先のスタートアップに投資している

かを調べたところ、製薬企業の数はࢥ

いの外গなかった。ほとんどのスター

トアップは化のཧ解を通して、がん

ˎDavid A. Sinclairത士：ハーバード大学ҩ学部教तであり、長ण研究の第一人者。化に関する基礎的な知見や自の考え方をまとめたஶॻである「LIF&SPAN（ライフスパン）: いなき世界」は世界的ベストセラーとなった。

特集　Longevity 不老長寿はビジネスになるか

ˎ  ˎAging Companies 	for prop ts
：https://docs.google.com/spreadsheets/d/1D&Kg-1&sbT@;KYhdc;+rLinyRttbYYN+opP@PoCdodX/edit gid�1481370956�gid�1481370956
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や加齢ԫൗ変性、認知など既存の

を対象とした治ྍ薬開発が主体ױ࣬

である。しかし、৯品、ϖット、フィン

テック、ඒ༰など、現段階で化の

マーケットが明確でないため、大企業

の中で投資検討をする際に、スタート

アップによる開拓待ちなଆ面がある。

それでは、当該分野を開拓するドラ

イバーは୭なのか。ૣ 野氏は「ถ国で

はIT分野で成ޭした人物が大きく貢

献している」と考えている。未පやデ

ジタルセラピューティクスなど、製薬

企業も創薬以外のビジネスྖ域を伸

ばそうと力している。年間1,000億

円をエイジングへ投資すると意気込む

サウジアラビアのHevolutionも「ѹ

的な技術と、マーケットの開拓に

よって人類のヘルスケアをー段階我々

が引き上げようʂ」と意気込んでいる。

「IT企業は٬ސのヘルスケアデータを

取得したり、オンラインで薬ࡎを販売

するなど、製薬企業とҧう動きを見せ

ている」とૣ野さんは分析する。例え

ば、Cambrian Biopharmaという

企業は、IT 関連企業が投資し、製薬

企業出のベテランメンバーを集めて、

研究者をスカウトし、創薬シーズをつ

くるスタートアップを次々と生み出し

ている。このような稀有なことが起こ

る要Ҽとしては、IT分野では市場が全

くないところに新しいビジネスを作っ

たு本人がまだ一ઢにっていること

があげられる。もう一度新しくて大き

な市場をつくることそれ自体にັ力を

感じており、そのための方法論はԿで

も試すということだろう。

投資者が方法論にこだわらないた

め、創薬だけでない新しいパターンの

ビジネスを指向するスタートアップも

増えてきた。例えば、自分の体内環境

がどれくらいのエイジング度なのかを

モニタリングし、日々の生活をサプリ

メントで変えていくデジタルヘルスと

サプリメントの合わせ技のビジネス。

さらには10 年、20 年先の自の݈

を組み合わせるݥ状態の予ଌと保߁

ビジネスなど、多岐にる。ただし、

創薬分野と同様に、ถ国においても大

手の৯品企業や大手の保ݥ企業がす

͙に当該分野に৯いつくわけではない。

「例えば৯品であれば、݈ ण໋が߁

10年伸びるようなモノが本当に出て

きても、FDA（アメリカ৯品ҩ薬品局）

がす͙にそれを認可はしません」。ど

の分野においてもԦ道を通るには時

間がかかる。それならば、自分たちで

道そのものを創ってやろうという考え

方が、IT 業界の成ޭ者にはあるよう

だ。つまり、化関連ビジネスはถ国

ではഁյ的イノベーションなのである。

20年後の健康を
デザインするために

当該分野でこれから発展するのは、

どのような形のビジネスだろうか。

化細๔を除去する技術は現在開発

が進んでおり、市場へのಋ入も今後

進むだろうと考えられている。また、

化の原Ҽに対する創薬にも多くの

スタートアップが取り組んでいる。こ

のような化の原Ҽに期的に対ॲ

するアプローチがある一方で、化

を評価するバイオマーカーの確立が

創薬やサプリメント等の開発におい

て最もインパクトがある。ݸ々人がྐྵ

年齢ではなく、自の「生物学的な年

齢 / エイジング・クロック」をコント

ロールするというSF世界のようなビ

ジネスの構想もあることは注目に値

する。

長期的に体に「よい」ことを実行し

ている人の体がएいことは、想૾に

難くない。「ミュージシャンやആ優で

ѹ的にएく見える方は、ライブや

ө画出ԋに向けた調整のために

化スピードをらせるようなश׳を

एい時から長く続けているのかもし

れません」とૣ野氏は例をあげる。こ

のような「よい」श׳を、ࢲたち一人

一人にݸ別に対応する形で定義し、

具体的に数値化できれば、୭もが中

長期的に自分の݈߁を「エイジン

グ・クロック」と言う؍点からデザイ

ンすることができるようになるだろう。

近 未 来 に は「 ラ ー メンを ৯ べ て

0.01% 20 年後の࣬ױリスクが上

がったので、このサプリをҿんでリス

クをキャンセルして下さい」と、ݸ別

に自のデータを学शした AI から

指示されるかもしれない。また、興

ຯ深いことに「݈߁に関わる商品は

サイエンスによってཪけのあるも

の以外は౫ଡされる」とૣ野氏は予

想する。現在ྲྀ通しているサプリメ

特集　Longevity 不老長寿はビジネスになるか
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ントはݸ々人に最適化されていない

ため、効く人もいれば効かない人も

いるというところが実情だろう。しか

し、 指標が正確になれば「確実に効

く」サプリメントのみを人類はબ択す

るのである。

このような世界؍を実現するには、

まず 10～20 年先の自分がどうなる

かを予ଌするモデルが必要となって

くる。しかし、今存在するデータを集

めて解析するだけでは不十分だ。「生

まれてから数十年にわたる行動と行

動に対するエイジング関連データの

変化を、ৗに取り続ける仕組みが必

要になってくる」とૣ野氏は構想する。

とあるݸ人が、どのような݈߁ώスト

リーを歩み、その前提の元で実行し

たアクション、さらにはそれに対応す

るエイジング指標の変化に関する

大なデータセットが必要だ。生成 AI

の発展やツールの高度化により、こ

れから10年もあれば、今ඳいている

世界؍に現実がだいͿ近づいてくる

だろう。しかし、サービスとして通用

するほどにਫ਼度を高くするためには、

新たな、かつ大なデータセットをつ

くることが必要なのだ。

健康寿命延伸に向けた
日本からの方法論

我が国はこのような世界のைྲྀに

どのように関与していくべきだろうか。

ถ国においてさえも化関連ビジネ

スはまだまだᴈ明期であるため、本

当に面നいもの、本当に効果的と言

い切れるものは数গない。そのため、

日本が当該分野をリードする可能性

は大きくされている。日本がތる

べき価値の一つには、基礎研究の強

さが挙げられる。ただし、基礎研究

の中から 化 関 連ビジネス版 の

CRISPR-Cas9や生成 AIのような

ഁյ的なイノベーションの元となる

サイエンスを先に発見しない限りは、

ビジネスの中心となるポジションを

取ることはࠔ難だ。そのような研究

結果を出すためには、「中長期的に

研究にएい人材が集中できる環境作

りが必要」とૣ野氏は語る。また同時

に、多様な事業展開を試せる体制も

必要となる。一方で、「現時点で多く

の日本の企業がエイジング研究に興

ຯを持っており、様々な研究者と議

論は実施されているが、エイジング

を専門とする研究者や開発チームが

いない」という課題は存在する。

 このような状況を打ഁするために、

2024 年 11 月、ૣ 野氏はエイジン

グを切り口として、⺠間型の研究所

	一ൠஂࡒ法人
と、研究の社会実装

を橋しする組৫ 	 株式会社 
 の྆

者をӡ営する「ASAGI Labs」を立ち

上げた（図）。二つの組৫は、独創的

Aging 基盤技術を中長期的な研究

から創出し、新しい価値として社会

へ実装する、というビジョンを共有す

る。ஂࡒが基礎研究、研究助成、人

材教育をバックアップし、研究成果

や知ࡒを事業会社がすばやくスター

トアップや企業へのライセンシング、

企業との共同開発など事業へ繋げる

体制が特徴だ。基礎研究が生まれる

場所が、ビジネスから独立しているこ

とで、ഁ յ的イノベーションの種に

なるサイエンスが生まれることが期

待される。また、株式会社 ASAGI 

Labsでは、様々外部な企業とコラボ

レーションすることも想定している。

「⺠間企業をרき込んで、ഁ յ的イノ

ベーションをみんなでやっていくよう

な枠組みをつくりたい」とૣ野氏はそ

のϢニークな考えを披露した。一ൠ

法人ஂࡒ ASAGI Labsはد 	 ݸ

人 、企 業 
 だけでなく、株 式 会 社

ASAGI Labsの売り上げを研究費と

してすことで、公的な資金とは異

なる持続的な研究システムを立ち上

げてएい研究者も支援し、ഁ յ的な

サイエンスが期待される。また、研

究成果の実装は共創的な枠組みで

ビジネスを試す株式会社が実施する。

日本がリードする化関連ビジネス

はഁյと共創の間で行ったり来たり

できる新しい形で始まるのかもしれ

ない。　　　　　　  （文 田 ོଠ）

画像提供：ASAGI Labs
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特集　Longevity 不老長寿はビジネスになるか

あなたの
「生物学的年齢」は何歳？

人は୭しもࡀを重ねていく。我々が

ී段用いている年齢、つまり生まれて

からの経過年数を「ྐྵ年齢」とݺͿ。し

かし、同じྐྵ年齢であっても、その「

い」の進み方は人によって異なる。70

で現役のアスリートもいれば、50ࡀ

代で様々な加齢性࣬ױを発する人

もいる。このҧいは、体の実際の

化度合いを示す「生物学的年齢」との

ࠩとして表れる（図）。

現在、生物学的年齢を最も正確に

　DNAのメチル化パターンから生物学的な年齢を測定する「エピジェネティック・クロック」。この技術は、人々の「老い」への向き合
い方を大きく変える可能性を秘めている。株式会社Rhelixaの仲木竜氏は、日本人に最適化された独自の指標開発を通じて、抗老
化ビジネスの実現に挑んでいる。

株式会社RheliYa 代表取締役C&O/CTO   木 ཽ 氏

エピジェネティック・クロックの革命前夜は今なのか？
ー「老いを恐れない社会」の実現に挑むー

予ଌする分子指標とされているのが、

「エピジェネティック�・クロック」であ

る。DNAのメチル化パターンを解析

することで、その人の生物学的な年齢

を算出する。メチル化とは、DNAに後

ఱ的な化学म০が加わることで、Ҩ

子の発現を制ޚする仕組みの一つ

だ。このパターンは加齢とともに変化

することが知られており、その変化を

ಡみ解くことで、生物学的な年齢が推

定できる。

2013年にSteve Horvathത士

が開発したHorvathクロックをൽ切

りに、現在進行形でエピジェネティッ

ク・クロックは進化を続けている。第

一世代のクロックは、݈ な人のྐྵ年߁

齢とのൺֱ、第二世代はࢮリスクや

リスクも考ྀした評価、第三世代ױ࣬

は化の進行速度までも予ଌ可能な

指標へと発展してきた。人々が自の

化の状態を؍٬的にѲし、より

効果的な݈߁ཧを行うための重要

なツールとして注目を集めつつある。

日本人に最適化された
「エピクロック」テストの実現

日本でこの分野の先ۦけとなるの

が、2015年の創業以来、エピήノム

解析のリーディングカンパニーとして

ˎエピジェネティクス：「エピ」はΪリシャ語で「上」、「ジェネティクス」はӳ語で「Ҩ学」を意ຯする。ジェネティクス＝Ҩ学が、DNA上のҨ子のあり/なしに着目するのに対して、
   エピジェネティクスはҨ子に後ఱ的な変化が加わった際にどのようにҨ子が作用するかに主に着目する。
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成長を続けてきた株式会社RheliYa

だ。研究支援事業で着実な実績を

積み上げてきた同社が、2017 年か

ら着手し、独自開発を進めてきた

エピジェネティック・クロックが

「&piclockAgeä」である。「海外の

指標を日本人にそのままうと、க໋

的なズレが生じる」と木氏は語る。

この課題に対応するため、RheliYaは

日本人のデータを基に独自のアルゴリ

ズムを開発。第二世代のクロックとし

て、より正確な生物学的年齢の評価

を可能にした（図）。ଌ定のਫ਼度を支

えるのは、数ඦՕ所のDNAメチル化

ྖ域を同時に解析する技術だ。各ྖ

域の重要度に応じて重みけを行い、

総合的な評価をಋき出す。

2024年10月、同社は待の「エ

ピクロックὼテスト 生物学的年齢検

ࠪ」の提供を開始した。গ量の݂ӷサ

ンプルから、現在の化進行度や

体の化速度、そのଞ20項目以上の

指標を可視化して示す。さらには߁݈

最新の長ण科学の知見に基づき、ए

ฦりに向けた具体的なアクションプラ

ンまでを提案する。日本人に最適化さ

れた第二世代クロックとしてローンチ

された、世界初の検ࠪサービスとして

期待が集まる。

指標ビジネスの現在地

Longevity（不長ण）分野にお

いて、エピジェネティック・クロック

が不可欠な指標となることはほぼ確

実と見てもよいだろう。しかし日ৗ的

にこの指標が活用される世界が౸来

するまでには、まだ時間を要する。そ

の間、創薬以外ではどのようなビジ

ネスの勝ちےがありうるだろうか。

木氏は現時点のビジネスモデルとし

て3つの方向性があると示す。第一

にݸ人向け検 （ࠪBtoC）。これは消

費者が自の生物学的年齢を知

ることができるサービスだ。第二が企

業連携（BtoB）で、RheliYa自も

2024年2月に「エピクロックὼ共創

プロジェクト」を立ち上げ、多様な

パートナー企業との協業により、߅

化エビデンスとιリューションの構

築を目指す。第三が自費ྍクリニッ

ク向け（BtoBtoC）のサービスだ。

「自の݈߁に積極的な投資を行う

意ࢥがある、いわΏるアーリーアダ

プターの方々は、その効果を実感

したいという強いニーズをお持ちで

す」と木氏は指摘する。様々な߅加

齢ҩྍの効果を確かなサイエンスに

基づいて可視化することで、ױ者の

モチベーション維持が期待されてお

り、実際同社の「エピクロックὼテス

ト」は、全国の提携ҩྍ機関でのಋ

入がٸ速に進んでいる。

価値あるデータを貯め、
まだ見ぬ市場を創る

しかし、「୯にl指標をଌるzだけで

は年間数億円規模のビジネスにཹ

まってしまう」と木氏はة機感を示

す。そこでࢥいඳくのは、蓄積した

データを活用した新しい市場の創造

だ。例えば、݈ データ・ප歴デー

タ・治ྍհ入歴データなどと組み合

わせることで、5 年、10 年先の࣬ප

リスクを予ଌする。そして、その予ଌ

に基づいた新しい保ݥ商品や߅化

プロダクト・サービスの開発。そんな

未来を実現するには、1 万人規模の

ҩྍデータとඥづいたエピジェネ

ティック・クロックのデータをஷめる

必要があるだろう。多額の投資と時

間も必要になる。だが木氏は、「そ

こまでやらないと、価値あるデータに

ならない。自分たちでやっちΌう、く

らいの気持ちが必要かもしれないで

すね」とসإを見せる。

今我々は、エピジェネティック・ク

ロックによる市場創造のl前zにい

るのかもしれない。かつて内細ە

研究が新しい市場を創出したように、

エピジェネティック・クロックも社会

に大きな変ֵをもたらす可能性を秘

めている。「いをڪれない社会」の

実現に向けて、まさに今が踏み出す

べき時なのだ。

（文 ௩ӽ ޫ）

画像提供：株式会社Rhelixa
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特集　Longevity 不老長寿はビジネスになるか

オートファジー活性と
エイジングの関係性

「オートファジー」とは、߬ からώ

トに至るまでのਅ核生物の細๔が有

している機能であり、細๔内のタンパ

ク質やミトコンドリアに代表されるオ

ルガネラなどを分解・リサイクルする

システムである。細๔内での異ৗなタ

ンパク質の蓄積をいだり、過にタ

ンパク質合成したときやӫཆ環境が

ѱ化したときにタンパク質のリサイク

ルを行ったり、細๔質内に৵入した

ප原ඍ生物を排除したりすることに

よって生体の߃ৗ性維持に関与して

いる。このシステムは様々なප気を

いでいることが知られており、オート

ファジー活性の低下が、生活श׳ප、

ਆ経変性࣬ױ、がん、感છ、ਛ、

心不全などのප気の原Ҽの1つであ

ることがわかっている。

また、ショウジョウバエやઢ、マ

ウスなどのモデル生物において、オー

トファジー活性は「加齢に伴って低下

　2016年、世界で初めてオートファジーの分子レベルでのメカニズムを解明した大隅良典氏がノーベル生理学・医学賞を受賞した。
日本が世界を牽引し続けるオートファジー研究は、エイジング研究に新たな道を切り拓いている一方、どのようにビジネスとして具体化
されるのか、その動向にも注目が集まっている。

株式会社AutoPhagyGO　代表取締役社長  ੴಊ ඒ子 氏

オートファジーがカギを握る、
エイジングの本質と健康長寿ビジネス

していく」ことが確認されている。ώト

においても、オートファジー関連Ҩ

子の発現が低下する。これらの事実

からいえるのは、オートファジー活性

を維持することが݈߁長णのカΪで

ある、ということだ。つまり、自分の

オートファジー活性がどのレベルかを

知り、上げるための対策を取ることが

できれば、݈ 。長णへの道が拓ける߁

ここに、オートファジーで「不長ण

をビジネスにする」ための（長ण߁݈）

チャンスがある。

ノーベル賞を受賞した研究に
裏打ちされた技術

株式会社AutoPhagyGO（以下、

APGO）の創業者であり代表取締役

社長をめるੴಊ氏は、「オートファ

ジー活性の低下を͙ことがエイジ

ングの本質である」と考えている。そ

のビジネスモデルも、「従来のප気に

対するアプローチであるҩ薬品とエ

イジングに対する予的アプローチ

では、どうしても合わない」と話す。

「ҩ薬品は基本的に、特定の࣬ױに

対する治ྍ効果があるもので、その

ප気になったときに服用します。一方、

エイジングは、生きる過程で積み上

げられてきたものが、Կ年かして結果
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として出てくることが多いですよね」。

そのため、APGOでは、৯品やサプリ

メント、化হ品など、݈ な人がす͙߁

えるものをターήットにオートファ

ジー活性の商品開発を進めている。

また、APGOは、一ൠ社ஂ法人日

本オートファジーコンιーシアムを通

じて、৯品において「オートファジー」

をૌ求・標ᒗするために表示基準・

品質性能評価試験方法等の標準的

な指針をガイドラインとして定め、こ

れに適合する素材・製品に対する認

証制度のӡ用も行っている。現在、2

素材 4 製品がঝ認されている。これ

により消費者は、エイジング対策のた

めの適正な商品をબ択できるように

なり、オートファジーにアプローチす

る製品の新たな基準を確立し、製品

の信པ性を大きく向上させることにも

つながる。

この認証の仕組みを支えるのは、

ノーベル賞受賞研究にཪ打ちされた

オートファジーの活性ଌ定技術だ。

APGOは、大阪大学の٢保氏が開

発したオートファジー活性ଌ定をコ

ア技術とする。オートファジー活性は、

オートファジーによる分解量を୯Ґ

時間あたりで表した指標「オートファ

ジーフラックス」の数値で表すことが

できる。オートファジーフラックスの

ଌ定を、世界最高水準で、細๔レベ

ル、組৫レベル、ݸ体レベルで行なう

ことができるのが APGO の強みだ。

オートファジーフラックスのଌ定は難

しいが、だからこそ、日本が世界に

随をڐさない技術として認証制度を

支えている。これにより企業は新たな

市場を開拓し、不長णビジネスを

推進することが可能になる。

不老長寿がビジネスになったら？ 
その成長と課題

不長णビジネスを加速する動き

は、世 界 規 模でも始まっている。

2024年8月にAPGOが参加を発表

した、「9PRI;& が主催する「ஂࡒ

「9PRI;& Healthspan」もその1つ

だ。高齢者の認知、໔Ӹ、ےをগ

なくとも10年分एฦらせることがで

きた治ྍհ入に対して、総額 1 億ド

ル超の賞金が与えられるというコン

ϖティションだ。2024 年に治ྍհ

入のプランを提出し、その৹ࠪを通

過することができれば、2025年3月

以߱、ώトを対象としたྟচ試験を

行うことになっている。APGO は、

オートファジーを活性化する৯材や

サプリメント、有ࢎ素ӡ動などを組み

合わせたհ入を行い、オートファジー

フラックスのଌ定結果によってएฦり

を証明する、というプランで挑戦する

予定だ。そして、APGO にとって初

めての一ൠ人を対象としたྟচ試験

にྟむことになる。

エイジングビジネスの成長は、୯

に݈߁面の課題を解決するだけでな

く、社会全体に大きな変ֵをもたら

す可能性がある。この技術がくී

すれば不長णが現実のものとなٴ

り、より多くの人々がそのԸܙを受け

られるだろう。その一方で、݈ ࠩ֨߁

の拡大やྙཧ的問題がු上する可能

性も൱定できない。適切な情報達

と公共ཧ解の促進が、これらの課題

の解決には必要だろう。日本をはじ

めとする世界中の企業がオートファ

ジー技術を利用した不長णビジネ

スの次のステップにどのように取り組

んでいくか、その動向に注目が集まっ

ている。「不長णががる未来は、

確かに様々な課題を伴うかもしれま

せん。しかし、きちんと情報をཧ解し、

む人にはその手段を提供できる社

会をつくることが大切だとࢥっていま

す」。技術とそのԸܙが一ൠにがり、

多くの人々が݈߁で๛かな人生をૹ

ることができる未来が来ることを、ੴ

ಊ氏は信じている。

（文 ү ཬ子）

画像提供：株式会社AutoPhagyGO
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未解決の課題を解決するため
に集合した500を超えるチーム

テックプランターは未解決の課

題 l ディープイシュー z を科学技

術の集合体 l ディープテック z で

解決することを目指すエコシステム

だ。2024年度は解決すべき課題感

と解決策を携えた国内外568チー

ムもの当事者たちがエントリーした。

パートナーとして参画した企業܈は、

エントリーチームの課題感をフック

に、自社のアセットを組み合わせ、

一社では解決できない大きなนに挑

戦する新しいプロジェクトをこれか

ら立ち上げるだろう。

見て見ぬ振りをしてきた　　　
課題感への誘い

ศ利すぎる日本の都市部で一ൠ的

な生活をする限り、ݸ人にとってࢮ

活問題と感じるほど深い課題など存

在しないのではないかとצҧいして

しまうこともある。しかし、多くが

自分ごととして捉えていないだけで、

人にとって、また社会にとって根深ݸ

い課題は数多く存在する。日本で開催

された各デモデーには、୭もが見て

見͵ৼりをし続けてきた֖を開ける

ことを決意したチームが集まった。

例えばマリンテックグランプリで

は、リッパー株式会社が「ナノテク

ノロジータイヤで海洋マイクロプラ

を減らす」というテーマで最優秀賞

を受賞した。海洋中のマイクロプラ

スチック問題は今や୭もが知る世界

規模の課題であるが、その課題の大

きさと、回収すること自体の難し

さ、Կよりも人への的な݈߁ඃ

害が未だ報ࠂされていないことから、

୭もが目をҳらしてきた課題である。

そんな課題に対しリッパーは、マイ

クロプラスチックの主要要Ҽの一つ

であるタイヤ素材を開発し、マイク

ロプラスチック問題だけでなく、ੴ

油由来素材を主とするパラダイムか

らの脱却を目指している。また本年

度より新たに誕生したライフテック

グランプリでは、܈അ大学発のチー

ムであるChat&NTが「メガネ一体

型ࠎಋ補ௌ器と次世代7Rௌ֮リハ

ビリ」というテーマでエントリーし、

最優秀賞を受賞した。リハビリテー

ションという、強く自助力が求め

られる世界において、難ௌױ者に科

学技術から歩みدり、୭もが๛かに

生֔を全うできる世界の実現を目指

している。

今の当たり前の๛かさをڗ受す

るだけでなく、自分たちの想૾力

では୧り着けなかった深い課題に

対し、挑戦し解決するための術を

創る。これから先も持続可能に๛

かであり続けるために必要となる

研究ྖ域・事業ྖ域のώントは୭

かが本気で解決したいと考える課

　2024年のテックプランターは、国内外7カ国で合計14回のデモデーを開催した。2024年5月および7月に東南アジア主要6カ
国において、そして8月には6カ国の最優秀賞受賞チームが集積する“ASIA FINAL” を開催した。さらに、9月から10月にかけて、
日本では7領域（ディープ・エコ・マリン・アグリ・フード・バイオ・ライフ）のデモデーを開催。東南アジアから232チーム、国内7領域に
は336チームが新規に参加し、プラットフォームはより盤石なものとなってきた。現在は、エントリーチーム、パートナー企業、そして
リバネスのコミュニケーターが議論し、新事業開発に向けた取り組みが始まっている。

地球貢献型事業を生み出す大きなうねり

Tech Planter 組み合わせ型 2024 ver.
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お問い合わせはこちら　techplan@Lne.st

題の中にしか存在しないのだ。

東南アジア発もしくは　　　
東南アジア宛

一方、課題のๅݿとして注目され

てきた東南アジアのテクノロジーレ

ベルは年々上がっている。ґ然、国

ごとにレベルのࠩは大きいが、国家

主ಋのイノベーション施策の成果と

して、各国トップ大学の研究者の技

術は産業界にとって共同実証可能な

切り口のものが多くなり、また大学

発ベンチャー܈にも厚みがでてきた。

再生エネルΪーを創出するデバイス、

新規マテリアル、Ӊへの挑戦、そ

して新たな৯品材料など、東南アジ

アのテックプランターで৮れること

ができる技術には、自国ではなく海

外市場を意識したものも多くなって

きた。一方で、従来通りシンプルな

テクノロジーの組み合わせで、各国

のレベルにあった教育、一次産業支

援、そして現地の物価に合った安価

なো֕者用デバイスや農業機械など、

地場の課題解決に結する提案にこ

だわる参加者も半数以上をめる。

前者には海外市場への水先案内人が

必要であり、東南アジア発のビジネ

スとしての成長が期待される。また、

後者には課題解決策としてのプロダ

クトやサービスをアップグレードす

るための技術を加えることが必要と

されていると言っていいだろう。そ

んな中、これから先の未来において、

海外市場として日本市場はબばれる

のだろうか。そしてメイドインジャ

パンの技術は求められるのだろうか。

日本と続することで、東南アジア

をհする事業は地球貢献型に進化す

るのかもしれない。

世界への挑戦を加速し、　　
一歩目を創る

リバネスは本年度の新たな挑戦と

して、国内のデモデーにおいて最優

秀賞を受賞したチームに対し、これ

まで実施してきた伴走支援に加え、

ӳ語でのプレゼンテーションのため

のメンタリングを実施する。2025

年3月に実施する超異分野学会での

ӳ語ピッチを経て、優秀なチーム

を東南アジアでのビジネスに༠う。

そして、2025年8月にマレーシ

アで開催されるT&CH PLANT&R 

ASIA FINALへট待され、東南ア

ジアでの課題解決やビジネス開発に

向けた最初の一歩を踏み出すことに

なる。

地球規模の未解決の課題を解決す

るためには立場を超え、集合体とな

ることが重要だ。そのためには国内

だけにཹまらず、ૣ期に海外を見ਾ

えた挑戦が重要となる。未知の挑戦

がす͙に事業として成立することは

難しい。さらに海外においては、言

語や商श׳のҧいも立ちはだかる。

だからこそ、できるだけૣく世界へ

の入り口となる場に৮れ、視野を

げることが重要なのだ。小さな種が

世界に৮れて、大きなうねりとなる

ことができるのか、新しい挑戦が世

界で始まる。

　次ページより2024シーズン デモデーの結果を紹介しています。各チームとの議論に関するご相談、またテックプランター
2025に参加して、ともに課題を解決する新しい事業の創出を考えたい場合など、ぜひお問い合わせください。

2024年
12月1日 テックプランター 2025 エントリー受開始
2025年

1月16日 Tech 7enture Meetup Malaysia 2025 / S&A D&&P 
T&CH 7&NTUR& of the :ear 2025（P29 参照）

1月29日 Tech 7enture Meetup +apan 2025（ཪ表ࢴ 参照） / D&&P 
T&CH 7&NTUR& of the :ear +apan 2025（P30-31 参照）

2月8日 超異分野学会 インドネシア大会（P39参照）
2月15日 超異分野学会 タイ大会（P39参照）
2月22日 超異分野学会 ベトナム大会（P39参照）

3月7,8日 超異分野学会2025 東京・関東大会（P40-41 参照）

5月 T&CH PLANT&R in the Philippines, Singapore, 
Malaysia

6月7日 テックプランター 2025 キックオフイベント
7月4日 テックプランター 2025 エントリー締切
7月 T&CH PLANT&R in 7ietnam, Thailand, Indonesia
8月23日 T&CH PLANT&R ASIA FINAL
9-10月 テックプランター 2025 デモデーシーズン

◆2024年末～2025年上半期の関連イベント、活動
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　東南アジア6か国で開催し、各国ならではの課題やソリューションが集まってくる「TECH PLANTER Southeast Asia 」で
は、急成長する東南アジアの俯瞰する場、日本企業との連携可能性を探索する場として活用されている。8月に行われた「TECH 
PLANTER Asia Final」では各国で5月と7月に行われた「TECH PLANTER」の最優秀賞受賞者とリバネス賞の受賞者を招
待し、日本企業をはじめとする国際的な企業と議論を行った。受賞結果は以下の通りだ。なお、今年から「TECH PLANTER 
Asia Final」の最優秀賞受賞者とリバネス賞受賞者は3月に開催される超異分野学会東京・関東大会に招待される。

東南アジアの課題を
ディープテックで解決する
TECH PLANTER Southeast Asia 2024 実施報告

TECH PLANTER Asia Final 2024　登壇チームと受賞結果

フィリピン

マレーシア

シンガポール

タイ

ベトナム

Filrobotics Technologies, Inc.
農業トラクター用
ナビήーションシステム

Dali Innovative Solutions, Inc.
෩力発ిによる気象視と
対応システムٸۓ

RAA TECH SDN.BHD.
自ݾम෮ゴムの開発

SpaceIn SDN. BHD.
The Space Advance NetXork.
小型Ӵシステムの開発

Altent Renewables Pte. Ltd.
࣪ったഇغ物を೩料と
߭物に変える水プロセス

Spinoff Robotics Pte. Ltd.
高所清作業用ドローン

Osseolabs
3Dプリンティングによる
別化インプラント技術ݸ

Advanced Greenfarm Co., Ltd.
サステナブルな未来のための
ウキクサ培と৯品製造

OpBre-AI
ૣ期断とૣ期治ྍのための
AIとޫ学的手法による
ਝ速・正確なೕがんの検知

Wesolife Co., ltd.
化学的手法に代わる、ి 気化学
を用いた海水からのԘ素製造

インドネシア

PT Metafuse Rekacipta Indonesia
再利用プラスチック素材を
った3Dプリンティング

BIOPS Agrotekno
ᕲᕱ・ӫཆཧ・ප害予
のためのスマート農業システム

最優秀賞

ヤマハ発動機賞

三菱電機賞

JT賞

リコー賞

UntroD賞

新明和賞

リバネス賞 みずほ銀行賞
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TECH PLANTER
in the Philippines

フィリピンは、多くの農業水
産従事者を抱えているが、生産性は
低く、特に主食である米の自給率が
低いことが課題。こうした農業にま
つわる課題の解決を目標に、現地大
学からのテーマが多くみられる。

2025年5月17日	土
 

Mindanao TECH PLANTER 

TECH PLANTER
in Indonesia

インドネシアは、東南アジア最大の人口を抱えており、
市場として国内外から注目されている。インドネシア発のベン
チャーの多くは国内の社会課題（例：インフラや医療等）の解
決を目指しており、国内志向の高いベンチャーが目立つ。

2025年7月26日	土


2025年7月19日	土


TECH PLANTER Southeast Asia 2025

Visayas TECH PLANTER
2025年8月9日	土
日程

日程

日程
TECH PLANTER
in Vietnam

ベトナムは、社会主義国というこ
ともあり、国有企業の影響力が大きく、政
府は民間企業を強化する施策の一つと
してベンチャー支援を行っている。ベト
ナムでは環境問題が注目されている分
野のひとつだが、その中でも特に水に関
するテーマが多いのが特徴。

2025年7月12日	土
日程
特徴

特徴

TECH PLANTER 
ASIA FINAL in Malaysia

東南アジア６カ国で行われたDEMODAYの優
勝チームを含む12チームが集結。加えて日本からも
2チームを招待。各国特有の課題や2025年のディー
プテックトレンドを一望できる。

2025年8月23日	土
日程
特徴

TECH PLANTER
in Malaysia

マレーシアは、中所得者層か
らの脱却を目指し、ベンチャー支援に
力をいれている。また、他の東南アジ
ア地域と異なり、イスラム圏向けのサ
ービス開発が積極的に行われており、
ハラルテックのハブを目指している。

TECH PLANTER
in Thailand

タイはマレーシア同様に、中所
得の罠からの脱却を目指して政府も
ベンチャー支援を進めている。財閥
系企業がアクセレレーションプログラ
ムを実施しており、民間からの支援も
活発なのが特徴の一つ。

2025年7月19日	土


2025年5月31日	土


日程
特徴

日程
特徴

TECH PLANTER
in Singapore

シンガポールは、東南アジアのベンチャーエコシステムの
ハブ。国土が小さく、国外に市場を求めるベンチャーが多いのが
特徴だ。食料自給率を30％までに上げるという政府の方針もあ
り、国としてフードテックに非常に力をいれている。

2025年5月24日	土
日程
特徴

日程
特徴

2024年10月、リバネスグループは東南アジア展開のさらなる強化を目指し、Leave a Nest Malaysia Sdn. Bhd.を東南アジ
アのヘッドクオーターとした。「マレーシアより東南アジアにおける共創を牽引していく」ミッションと共に、「TECH PLANTER 
Southeast Asia」も、2024年から始めた新たな取り組みを強化する。

本企業の連携・ަྲྀ促進を図る。すでに日本からも毎年、様々な企業が
成長する東南アジアのスタートアップエコシステムに参加している。アジ
アディープテックトレンドやそのプレイヤーを一し、自社の進出するべ
き国やྖ域を見極める、自社の東南アジア進出における連携先を୳ࡧす
る、東南アジアのディープイシューに৮れ、課題解決と自社の成長ྖ域
の開拓を牽引するグローバル人材を育成する、など様々な活用ができる。

12年目をܴえ、1600以上のベンチャーや研究チームが参加する東
南アジア最大のベンチャー発掘・育成プラットフォームの進化をぜひ見
に来てほしい。

2024年度からの新たな取り組みの̍つは、日本と東南アジアの連携
の強化である。「T&CH PLANT&R Asia Final」の最優秀賞受賞者とリ
バネス賞受賞者を3月に開催される超異分野学会東京・関東大会にট
待する。さらに、2025年度は日本の「T&CH PLANT&R」の最優秀賞者
から2名を「T&CH PLANT&R Asia Final」にট待する予定である。

もう̍つは、フィリピンでの地域テックプランターの開催。マニラで実
施するデモデイのほか、ミンダナオ、ビサヤ地区でもイベントを開催し、
地域からの発掘や地域ならではの課題解決を加速していく。

これらの活動を通じて2025年度は、東南アジアのスタートアップと日

2025年活動始動！ さらなる共創を目指して
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48件のエントリーチームの中から最優秀賞を受賞したのは“エスメムス”。彼らが開発した環境振動発電技術は、わずかな振動でmW級の発
電を実現し、センシングや無線通信を可能にする。将来的には素子の小型化、量産化、LSI集積化も実現することができる。

49件のエントリーチームの中から最優秀賞を受賞したのは“エレメントニュートラル”。彼らが開発した反応プロセスは廃棄される太陽光パネ
ルの中に含まれるシリコンとCO2の化学反応でそれぞれを有価物として再資源化することを可能にする。

2024年シーズン テックプランター ファイナリスト＆受賞結果
ディープテックグランプリ2024

エコテックグランプリ2024

マイクロ波放射計搭載の
小型衛星で異常気象に挑む

株式会社AOZORA

電波を使わない無線通信の新
しいカタチ

KOBASHI賞

リアルテックファンド賞

株式会社
Ｚｅｒｏ Ｔｏ Ｏｎｅ Ｌａｂ

編むちからで漁具から価値常
識をひっくり返す

amu株式会社

金属膜分離方式を用いた
超高純度水素精製技術の開発

株式会社
ハイドロネクスト

旭有機材賞

環境解析と自然言語処理AI
による孤独ゼロ社会の実現
Liberaware賞

株式会社Planetary 
Wellness

電磁弁不必要の安価で
使い易いワンシート人工筋肉

株式会社
BOC Technology

石膏ボード廃棄物を
地球に埋めない世界を創る

株式会社GYXUS

二酸化炭素を吸収する
高機能カキ殻タイルの開発

Oyster ReUnion

単分子誘電体メモリによる
低消費コンピュータの実現

株式会社
マテリアルゲート

パワー半導体用ε型酸化ガリ
ウム薄膜成長ビジネス

太陽誘電賞
綜研化学賞

株式会社TAK
薄膜デバイス研究所

ドローンとAIで森林の管理と
保全に新たな形を

DeepForest 
Technologies株式会社

シリコン還元剤を用いる
CO2の変換反応

エレメントニュートラル

生成AIにより日本の製造業を
単純作業から解放する

株式会社
Deepreneur

人類初の触覚体感の
継承・共有

TouchStar

再生可能エネルギーの
効率利用と電力供給の安定化

Tensor Energy
株式会社

植物と無機物からなる
高靭性バイオマス材料の開発

ユナベス

折紙工学で新規の製品開発
や機能向上、プロセス改善

BIPROGY賞

株式会社
スペースシーファイブ

電池・配線不要、どこでも置く
だけワイヤレスセンサ

エスメムス

天然ゴムの実の実用化による
新たなバイオ原料の創出

Innovare株式会社

革新的窒素循環システム：
バイオ液肥による藻類生産

資源循環イノベーション

近接覚センサー及び
ロボットハンドの開発・販売

株式会社Thinker

コンクリート内の錆の動きを
捉える鉄筋腐食検知技術

京セラ賞 山田商会賞

DNP賞

DNP賞

シビオニクス

色で素材を循環する
Colour Recycle System

株式会社colourloop

環境と人に優しい水加工シス
テムによる製造現場改善

水加工システム

最優秀賞

最優秀賞

三洋化成賞

ダイキン賞安藤ハザマ賞

DAIKEN賞

ZACROS賞

JR東日本賞

東海カーボン賞

リアルテックファンド賞

24 vol.36



49件のエントリーチームの中から最優秀賞を受賞したのは“株式会社YAXIE”。自然由来かつ生分解性のあるナノサイズハイドロゲルを世界
初で開発。様々な物質を内包・徐放できる新素材を用いて、干ばつなど世界規模の水課題の解決に挑む。

アグリテックグランプリ2024

43件のエントリーチームの中から最優秀賞を受賞したのは“リッパー株式会社”。石油由来のカーボンブラックを代替し、自然由来タイヤ強化
剤を実用化することで、環境にやさしいタイヤ素材開発を目指している。

マリンテックグランプリ2024

水中光カメラ通信による
海中測位

株式会社UMINeCo

海底熱水から貴金属を
取り出す

OCEAN PGEs

リアルテックファンド賞

ニップン賞

農業を持続可能にする
自然由来ナノハイドロゲル技術

株式会社YAXIE

地域資源を活用した
高機能堆肥の開発

株式会社リーフ

陸上養殖による海藻生産で
伝統を繋ぎ未来を切り開く

株式会社ウルバ

腸管粘液分泌刺激による
陸上養殖魚の糞性状制御

Mucus Hapiness

フォーカスシステムズ賞ツネイシグループ賞

「ごみ」を活用したバイオス
ティミュラント効果資材

株式会社wead

肥料の削減を実現する
光合成細菌バイオプライミング

BioPrimer

ナノテクノロジータイヤで
海洋マイクロプラを減らす

リッパー株式会社

海の豊かさを食卓へ～水産物取引
業務デジタル化システムの開発～

ZIFISH

ロボットとAI活用で持続可能な
有機農業を実現

株式会社トクイテン

植物のシグナル分子に
着目した診断プラットフォーム

GreenDrop

UNIversal Actionで
世界の海を豊かにする

株式会社
北三陸ファクトリー

プラズマを用いた養殖魚の
成長促進技術の実用化

プラズマクセル

日本コークス工業賞

衛星データを活用した農業・
漏水リスク評価システム

株式会社天地人

鶏・食用鴨の個体行動分析
プラットフォーム開発

フォーカスシステムズ賞

チキンケアソリューション

低エネルギーコストで
水温が管理できる新型養殖水槽

株式会社
Seaside Consulting

光合成細菌と温度応答性ゲル
を利用した藻場再生技術

モバノロジー

プランテックス賞

細胞の無限の可能性を
引き出す中性子線育種技術

株式会社
クォンタムフラワーズ＆フーズ

廃棄プラスチックを肥料に

プラストゥーフ

ハイパースペクトルドローン
システムの開発

Hyperspec
ドローン計測

気象データを活用した
事業障害リスクの可視化

風水害リスク
フォアキャスター

KOBASHI賞

廃棄農作物と蚕を用いた
「エリートシルク」の量産化

リアルテックファンド賞

エリー株式会社

地域未利用資源を活用した
バイオガスプラントの開発

eneco株式会社

最優秀賞

最優秀賞

旭有機材賞

三洋化成賞 地球未来賞

長谷虎紡績賞

新明和工業賞
扶桑化学工業賞

京セラ賞

テラル賞

イノカ賞
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46件のエントリーチームの中から最優秀賞を受賞したのは“SPHinX”。温度変化に応答して性質が変化するように設計した高分子「スマート
ポリマー」を活用し、これまで不可能だったC型肝炎の抗原検査を高精度に行う技術を開発した。

44件のエントリーチームの中から最優秀賞を受賞したのは“DigiTaste”。PCやスマートフォンのヘッドセット端子で液体の味覚を測定でき
る手法を開発。超低コストで瞬時に味覚のデジタル化を可能にする。

フードテックグランプリ2024

バイオテックグランプリ2024

浸透圧による液体変換技術を
活用した粒状組成物

エシカルプロダクツ
株式会社

見た目から健康に！
育毛サプリの開発

Shokei Living Labo

遺伝子治療における
革新的モダリティの開発

株式会社Good Hero 
Therapeutics

特定の腸内細菌種のみを
ターゲットにする創薬

RMD Sciences, Inc

イネからミルクを～植物分子
農業で乳製品に革命～

UnlocX賞

株式会社Kinish

農水畜産・食品分野に
貢献するアミノ酸センサの開発

リアルテックファンド賞

アミノチェック

核融合技術を用いた
ウイルス不活化装置の実証

株式会社Applied 
FUSION Technology

抗菌剤を耐性から救う
アジュバント技術

Antibiotic Adjuvant 
Technology

納豆菌タンパク質による
持続可能な食文化の創造
キリングループ賞

フェルメクテス株式会社

電気計測で食品製造プロセス
の視える化

トモ・フード

血管内からの光照射で
体内深部の光照射を可能に

イルミメディカル
株式会社

見えない深部を可視化する
外科手術用近赤外分光技術

Beyond Optical 
Technologies

UP 0 TECH®による
循環型経済への挑戦

株式会社ソーイ

栄養や機能性成分の
吸収力を向上する食品の開発

ニュートリフュージョン

宇宙適応のMental Well-
being腸内細菌カクテル

株式会社NERON

途上国でも利用可能な
感染症簡易診断キットの開発

SPHinX

味をデジタル化し、共有する
パーソナル味覚センサー

DigiTaste

世界のフードロスを改善する
画期的な鮮度評価技術

OBAYASHI賞
ユーグレナ賞

SakuLab賞

ビューエイジ

mRNAワクチンに寄与する
DDS開発

Luna RD株式会社

混ぜ棒なし撹拌機で
細胞培養に革新をもたらす

ネオミクセル

廃油をその場で精製し再資源化
する小型蒸留塔の開発

JOYL賞 𠮷野家賞 JT賞
ニップン賞

LipiDream

この世からむくみを無くす

「ロートは、ハートだ。」賞 カイオム・バイオサイエンス賞

循環不全研究所

「自己再生を促す」 
生体適合性ハイドロゲル

巨大生体分子の高効率封入を
可能にする膜変形リポソーム

MatriSurge株式会社

ノビソーム

最優秀賞

最優秀賞
フォーカスシステムズ賞

リアルテックファンド賞

DNP賞レボックス賞
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57件のエントリーチームの中から最優秀賞を受賞したのは“ChatENT”。耳鼻科医の知見を活用した次世代VR聴覚リハビリテーションを開
発し、補聴器導入時のストレスを解消する。新規骨導補聴器の開発にも取り組み、難聴者の社会との繋がりの持続を目指す。

ライフテックグランプリ2024

赤ちゃんからの癒しの
メッセージを届ける 香料設計

センツフェス株式会社

ハンズフリー半自動車いす
「Feeling」

Humonii

尿酸値コントロールによる
健康寿命延伸

株式会社TANSAQ

腸内細菌叢に適したオーダー
メイド食提供技術の開発

OptiGut Solutions

生体力学センサー技術による
アスリート怪我予防実現

タグル株式会社

自然が持つ「癒し効果」の
定量化と社会実装への展開

ReNEW Nature 
Connection

嗅覚ディスプレイ及び嗅覚情
報共有プラットフォーム

株式会社アロマジョイン

失われた声を取り戻す
ウェアラブル電気式人工喉頭

Syrinx

音声言語認証による人間ドッ
ク健診をもとに健康管理

AnEarth G.K

社会の孤立を無くす
Personal Health Record

ケアテックイノベーション

メガネ一体型骨導補聴器と
次世代VR聴覚リハビリ

ChatENT

artience賞

JT賞

アサヒ賞
キリングループ賞

「ロートは、ハートだ。」賞
再春館共創ラボラトリー賞

最優秀賞

リアルテックファンド賞

太陽誘電賞

メタジェン賞

JR東日本賞

TECH PLANTER 2024シーズン  開催終了の御礼
株式会社リバネスは、未解決の課題“ディープイシュー“を科学技術の集合体“ディープテック“で解決するため、全47社のパートナー企業、
8社のプロフェッショナルサポーター、7社のスーパーファクトリーグループと共に、2024シーズンのデモデーを開催しました。ご参加
頂きました皆様に、リバネス一同、厚く御礼申し上げます。

2024年度のパートナー企業の皆様

ディープテックグランプリ
京セラ株式会社 / KOBASHI HOLDINGS株式会社 / 綜研化学株式会社 / 大日本印刷
株式会社 / 太陽誘電株式会社 / トヨタ自動車株式会社 / BIPROGY株式会社 / 株式
会社山田商会 / 株式会社Liberaware

バイオテックグランプリ
アステラス製薬株式会社 / 株式会社大林組 / 株式会社カイオム・バイオサイエ
ンス / シンクサイト株式会社 / 大日本印刷株式会社 / 株式会社フォーカスシ
ステムズ / 株式会社ユーグレナ / レボックス株式会社 / ロート製薬株式会社

エコテックグランプリ ライフテックグランプリ

マリンテックグランプリ

アグリテックグランプリ

フードテックグランプリ

旭有機材株式会社 / 株式会社 安藤・間 / 三洋化成工業株式会社 / ダイキン工業株式
会社 / 大建工業株式会社 / 大日本印刷株式会社 / 東海カーボン株式会社 / 東日本旅客
鉄道株式会社 / 藤森工業株式会社（ZACROS）

artience株式会社 / アサヒグループホールディングス株式会社 / キリンホールディングス
株式会社 / 株式会社再春館共創ラボラトリー / 太陽誘電株式会社 / 日本たばこ産業株式
会社 / 東日本旅客鉄道株式会社 / 株式会社メタジェン / ロート製薬株式会社

旭有機材株式会社 / 株式会社イノカ / 三洋化成工業株式会社 / 大建工業株式会社 / 
常石商事株式会社 / テラル株式会社 / 日本コークス工業株式会社 / 日本電信電話株式
会社 / 株式会社フォーカスシステムズ

プロフェッショナルサポーター
UntroD Capital Japan株式会社 / 弁護士法人内田・鮫島法律事務所 / 株式会社AGS
コンサルティング / EDiX Professional Group 江戸川公認会計士事務所 / 株式会社
グローカリンク / 司法書士行政書士あゆみ総合法務事務所 / 社会保険労務士法人日本人
事 / 株式会社NEST RdLAB京セラ株式会社 / KOBASHI HOLDINGS株式会社 / 新明和工業株式会社 / テラル

株式会社 / 株式会社ニップン / 長谷虎紡績株式会社 / 株式会社フォーカスシステムズ / 
扶桑化学工業株式会社 / 株式会社プランテックス スーパーファクトリーグループ

株式会社浜野製作所 / 株式会社木幡計器製作所 / 成光精密株式会社 / 株式会社アオキ
シンテック / サンケイエンジニアリング株式会社 / マイスターズグリット株式会社 / 株式
会社ヒラタ

株式会社UnlocX / キリンホールディングス株式会社 / 株式会社J-オイルミルズ / 西本
Wismettacホールディングス株式会社 / 株式会社ニップン / 日本たばこ産業株式会社 / 
日本ハム株式会社 / 株式会社URリンケージ / 株式会社𠮷野家ホールディングス
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地域エコシステムを　　　　　
可視化することで、　　　　　
その醸成を加速する

2024年度、リバネスでは12地
域で地域テックプランターを実施を
している（下図参照）。これまでに
1694チームを発掘・育成し、94
社の研究開発型ベンチャー企業が生
まれ、発掘した企業の資金調達合計
は94億円にもٴͿ。そのなかでリ
バネスのコミュニケーターは、研究
成果の社会実装プランのブラッシュ
アップから、試作や技術実装のアド
バイスなど、エントリーチームの成
長を促す伴走支援を多岐にり行っ
ている。

地域のベンチャー企業の成長は、
ただҋӢに支援するだけでは促され
ない。重要になるのは、企業が掲げ
る大きな課題解決のビジョンの達成
にむけたマイルストーン設計である。
リバネスでは、研究開発型ベンチャ
ー企業の上場基準を参考に、組৫体
制やコア技術、売上規模や資金調達
状況など̔つの指標を設定し、ベン
チャー企業の状況を可視化している。
そうすることで、各社が次に目指す
目標が明確化され、企業の発展を促
しやすくなる。

また、各地のチームの状況を前ड़
の指標の達成度で分類すると、地域
エコシステムの状況を表すことが

できる（図）。地域テックプランター
のܧ続年数が長くなれば、IPOを具
体的に視野に入れた企業を点とし
て、資金調達を目指す企業、起業を
目指すチームといった形で三֯形が
形成される。このように、地域テッ
クプランターでは日本各地でエコシ
ステムの醸成を加速しながら、新産
業創出の歩みを進めている。

2月シーズン

岡山テックプラングランプリ
 日程  2025年2月8日（土）　 会場  中国ۜ行本ళ3階大
ホール　 主催  株式会社リバネス・株式会社中国ۜ行

茨城テックプラングランプリ
 日程  2025年2月8日（土）　 会場  つくば国際会議場
 主催  株式会社リバネス

広島テックプラングランプリ

栃木テックプラングランプリ

 日程  2025年2月15日（土）　 会場  ひろぎんホ
ールディングス本社ビル 4F 大ホール　
 主催  株式会社リバネス、株式会社ౡۜ行

 日程  2025年2月22日（土）　 会場  ಢ木県総合文
ಢ木県総合文化センター特別会議室　
 主催  株式会社リバネス

問合せ先：LD@Lnest.jp
担当：福田

費用：200万円/1地域

創業の地や拠点があるエリアで構築される地
域エコシステムに参画することで、地域貢献
と新事業創出を実現することが可能です。

地域開発パートナー募集中!

ISHIKAWA

2024年度　地域テックプランター実施地域

　リバネスでは、地域の大学や研究機関が生み出す研究成果に着目し、地域からベンチャー企業が生まれ育つ基盤を作り、
新たな産業創出を目指す「地域テックプランター」を実施している。2016年の開始以来、リバネスでは独自の指標を用いて
エントリーチームの現状を可視化し、本エコシステムの醸成を進めている。

地域に産業が生まれ育つエコシステムを創る
「地域テックプランター」
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SEA DEEP TECH VENTURE of the Year 2025
Qarbotech

Suraya Abdul Rashid
マレーシア
Revolutionizing 
Agriculture with Nanotechnology

事業概要

代 表 者

国　　名

Alternō

ベトナム
Empowering the World 
to Zero Net Emissions

事業概要

代 表 者

国　　名

Hydroleap
Mohammad Sherafatmand
シンガポール
Pioneering Innovative Water 
Treatment Solutions

事業概要

代 表 者

国　　名

Anihan Technologies, Inc.
Mary Gillian Guzman Santos
フィリピン
Bringing Tech-Enabled 
Agriculture to the People

事業概要

代 表 者

国　　名

　本制度は、「これから成長しそうなベンチャー」を大成功する前に認定する、未来志向の表彰制度である。次世代の起業家へのロー
ルモデルを提示し、社会全体としてディープテックベンチャーを生み出す意識の高揚を図ることを目的としている。2015年より、リバネ
スは「ディープテック領域における独自性、新規性、成長性の高い事業を手がけるベンチャー企業」を“Deep Tech Venture of the 
Year”として、これまで9年にわたり国内外計79社を表彰してきた。2025年は、東南アジア4社、国内12社を表彰する。
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DEEP TECH VENTURE of the Year JAPAN 2025

日　　時：2025年1月29日（水）10：00～12：00
場　　所：センターオブガレージ（〒130-0003 東京都墨田区横川1-16-3）
参加形式：完全招待制

スタートアップ部門

日本におけるDEEP TECH VENTURE of the Yearの審査を行い、スタートアップ部門(設立3年以内の企業)、グロー
ス部門(3年～ 15年以内の企業)、ブースト部門(IPOやM&Aを経た企業)において、今回はスタートアップ部門5社、
グロース部門4社、ブースト部門3社、合計12社の授賞となった。

株式会社NERON

設立日： 2022年10月12日
資本金：  548万円
従業員・役職員数：3人

代表取締役
長﨑 恭久

マイクロバイオームで世界のWell-Beingを実現
する 

精神的・身体的なウェルビーイング、健康寿
命延伸などを目的にした腸内細菌カクテルを
抽出する技術

ミッション

コア技術

株式会社PITTAN

設立日： 2022年6月9日
資本金：  1億1,900万円
従業員・役職員数：7人 代表取締役CEO

辻本 和也
Lifelong Positivity

ごく微量な汗中成分を高精度かつ高速に分
析するノウハウ、オンサイト分析装置開発技術
及びデータ解析技術

ビジョン

コア技術

モルミル株式会社

設立日： 2022年6月21日
資本金：  8004万円
従業員・役職員数：4人

代表取締役
森 英一朗

科学技術で人類の健康に貢献する

2つの分子動態評価技術CHEmir（分析化学
的手法）及びMAGmir（溶液核磁気共鳴法
NMR）

ビジョン

コア技術

株式会社3DC

設立日： 2022年2月28日
資本金：  10億7304万円
　　　  （資本準備金含む）
従業員・役職員数：29人 代表取締役CEO

黒田 拓馬
材料の力でクリーンエネルギーを将来の世界へ 

革新的炭素材料グラフェンメソスポンジ

ミッション

コア技術

ShrimpTech JIRCAS株式会社

設立日： 2022年2月8日
資本金：  601万円
従業員・役職員数：6人 代表取締役社長

マーシー・ワイルダー
先端科学によるエビ養殖技術を届けます

屋内型エビ生産システム（ISPS）、眼柄切除
によらない成熟制御技術

ミッション

コア技術
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グロース部門

ブースト部門

▲  DEEP TECH VENTURE of the Year Japan 2024授賞式の様子

株式会社ファイトリピッド・テクノロジーズ
設立日： 2021年4月1日
資本金：  5,545万円
　　　  （資本準備金含む）
従業員・役職員数：8人 代表取締役CEO

太田 啓之
光合成を行う油脂高生産微細藻類ナンノクロロ
プシスによる有用脂質生産により二酸化炭素の
削減に貢献し、地球環境の改善、よりサステナ
ブルな社会を実現する。

ナンノクロロプシスの高密度培養技術、およ
び代謝改変を含む油脂を高生産する技術

ミッション

コア技術

株式会社QPS研究所

設立日： 2005年6月15日
資本金： 1,939百万円
従業員・役職員数：61人 代表取締役社長 CEO

大西 俊輔
九州から日本を宇宙イノベーションの創生地
にする。衛星を通じて、人々を不安から解放し、
日々 の暮らしを支える。

小型衛星の開発・運用

ビジョン

コア技術

株式会社CULTA

設立日： 2017年11月15日
資本金：  9,729万円
従業員・役職員数：15人 代表取締役CEO

野秋 収平
「未来の適地適作」で、生産者と消費者を幸せ
にする

人工環境での世代促進、ゲノム情報解析、
画像解析による高速育種技術

ミッション

コア技術

株式会社雨風太陽

設立日： 2015年2月10日
資本金： 6億2,585万円
従業員・役職員数：70人 取締役 人流創出部門長

大塚 泰造
都市と地方をかきまぜる

CtoCプラットフォーム「ポケットマルシェ」

ミッション

コア技術

株式会社CAST

設立日： 2019年9月26日
資本金：  5,500万円
従業員・役職員数：11人 代表取締役

中妻 啓
あらゆる場所にセンサーを： 物理現象のすべてを
データ化し、センサー前提の社会を創造する

耐熱・フレキシブル圧電デバイス技術を活用し
た配管モニタリングシステム

ミッション

コア技術

株式会社Liberaware
設立日： 2016年8月22日
資本金：  20億円(資本準備金

含む)
従業員・役職員数：71人 代表取締役CEO

閔 弘圭
見えないリスクを可視化する

「狭く・暗く・危険な」かつ「屋内空間」の点検・
計測に特化した世界最小級のドローンとインフ
ラDXソリューション

ビジョン

コア技術

株式会社ハイドロネクスト

設立日： 2015年12月25日
資本金：  1億7,130万円
従業員・役職員数：9人 CEO

永井 正章
Save the world with Hydrogen

様々な水素含有ガスから一度の工程で高純
度水素を精製する

ビジョン

コア技術

（2024年11月1日現在、出向者を含む）
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研究開発型
ベンチャーエコシステムに
必要な概念

世界のディープテックを୳究し、世
界のディープイシューを解決するため
のエコシステムとして発展してきた
テックプランター。2024年9月時点
でのベンチャー企業や研究者からの
エントリー数は、国内のྖ域別、海外、
地域の合計で5900を超える。シード
期のベンチャーはラボレベルでのプロ
トタイミング、PoC、PSF、PMFとい
うステップを経て、次のステージへ成
長していく。リバネスでは、シード期
のPoCから具体的なビジネスモデル
やマーケットを見出す手前の特に重
要なフェーズのことを、ジャーミネー
ション期と定義している。この時期の
ベンチャーは出口戦略がݻまり切って
いないからこそ、様々な連携可能性が
あるが、出資や業提携の検討となる
と、֖ 然性に関する議論が先行してし
まい、事業創出・拡ுに至らないケー
スが多い。投資育成研究センターで
は、ジャーミネーション期に必要な支

援体制を明らかにするために研究活
動を続けている。

研究資本連携がもたらす
新たな価値

ジャーミネーション期のベンチャー
は、未だマーケットが明確になってい
ないことが多い。そうしたԾ説の段階
から新しい価値を見出し、連携するこ
とが「研究資本連携」の考え方だ。経
営リιースを共有し競争力を強化して
事業ྖ域を拡大する「業資本連携」
とは大きく異なる。資金的なリターン
ありきではなく、ベンチャー経営者の

「人」と「共感」を起点にプロセス重視
で連携の検討を進めていく。

事業会社の担当者にとっては、経
営に深く関わり、ӽ境経験や新規事
業の立ち上げのマインド、ノウハウを
学Ϳو重な機会になる。また、ベン
チャーの成長に伴走し、人材ަྲྀや
共同研究を推し進めることから、新規
事業開発のリスクをܰ減しつつ、社内
の人材育成やアントレプレナーシップ
醸成にも繋げることができる。ଞ方、
ベンチャーから見てもメリットは大き

　リバネス投資育成研究センターでは、科学技術への「投資育成」を研究対象として、科学技術・イノベーションに
関わるさまざまな機関の相互作用と科学技術の発展について、事例の創出・収集・統合を行っている。ジャーミネー
ション期のベンチャーと事業会社との新たな連携のあり方について、少額出資を通じた研究資本連携が、研究成果
の社会実装を加速する可能性が見出されてきた。

ジャーミネーション期の
ベンチャー企業への研究開発投資の効果

い。事業会社からの資金的な支援だ
けでなく、事業モデルの拡ுや創出に
資する伴走人材を得ることで事業化
を加速することに繋がる。

伴走支援者の
新たなエコシステムの構築

現在我々は、研究資本連携の考え
の元、ジャーミネーション期の伴走
者の人材育成効果を明らかにするた
めに、その変化の可視化に取り組ん
でいる。ベンチャーの伴走者となった
事業会社 C7C 担当者を対象に、伴
走者がベンチャーとコミュニケーショ
ンを開始してから投資実行するまで
の体験プロセスをඥ解き、どのプロ
セスで人材育成効果がより見られる
のか、どのような基礎経験がある人
材がより高い効果が得られるのかを
解析中だ。これらの知見を元に、ベン
チャーと事業会社の垣根を超えた新
たなエコシステムを構築していくこと
で、イノベーション創出の好॥環を
生み出していきたい。

（文　川名史）

日時：[対面]2025年1月24日（金）、[オンライン]2025年2月6日（木）・2月13日（木）[対面合宿]2025年2月20日（木）PM～21日（金）AM
場所：対面時は（株）リバネス東京本社セミナー室、対面合宿は未定

①ジャーミネーションカレッジ CBC コース  2024年度後期

日時：2024年12月7日（土）、8日（日） ※リバネスの発表は8日（日）午前　　場所：開志専門職大学 紫竹山キャンパス
発表タイトル：「ジャーミネーション期のベンチャー企業への研究開発投資の効果」

②日本ベンチャー学会  2024年　第２７回全国大会

日時：2025年3月（予定）　　場所：センターオブガレージ（予定）

お問い合わせ　株式会社リバネス　投資育成研究センター（担当：川名、塚越）　FD@Lnest.jp

③ジャーミネーションサミット 2025

◆ジャーミネーション期のベンチャー支援や伴走支援者育成に関心のある方は、ぜひご参加ください
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創業期から
世界を見据える

リバネスでは、海外子会社設立に
至るངか前から、研究者の専門性や
のネットワークを活用した様々なプݸ
ロジェクトを国をまたいで立ち上げて
きた。例えばؖ国企業との連携による
DNAシークエンス受ୗ解析事業は、
2004 年から立ち上げ、初期の事業
の強力なドライバーとなった。また、
業である出前実験教室も、ถ国に
所在する学शक़と連携して2007 年
に国外第1回として実施、2008年に
は大学生・大学Ӄ生を対象としてシリ
コンバレーのスタートアップ、研究者
等と連携した人材育成プログラムを
開始している。2009年にはアフリカ
南部のレιトԦ国において、主要産業
の一つであるҥ類産業の課題解決と
してセルロース分解ەのスクリーニン
グをめるプロジェクトを実施し、ཌ
2010年には東南アジア初の子会社
となるリバネスシンガポールを設立し
た。その後2011年にถ国、2013年

にマレーシア、2016 年にイΪリス、
2021年にはフィリピンに子会社を設
立し、現在は5カ国に海外子会社を
持ち、特に東南アジアを中心にT&CH 
PLANT&Rや超異分野学会などの主
プロジェクトをӡ営している。創業װ
期から「サイエンスブリッジコミュニ
ケーション」を器として地道にグ
ローバルなネットワークをげること
で、これまでに出会うことのなかった
科学技術やビジネスを組み合わせ、
新たな仕掛けを産み続けている。

グローバル連携の
ハイウェイに

現在、特に子会社を保有する国に
おいてのネットワークは、企業や大学
のみならず、政府機関や政府ࡿ下組
৫も含めたൣなものとなっている。
リバネスのݸ々のスタッフが持つクエ
スチョンとパッションを起点に行う

「サイエンスブリッジコミュニケー
ション」は、共感を前提として国境を
超えてプロジェクトを生み出す強力
なハイウェイとなりうる。例えば、世

　株式会社リバネスは、2002年の創業当初からグローバルにネットワークを構築し始め、現在は5カ国に海外子会社を持ち活動

している。こうした世界各国での事業経験を基盤に、満を持して「Global Bridge Program」を立ち上げることとした。「国や地域

を超えて知識・技術・人材を橋渡しし、地球貢献に寄与する」ことを目指す取り組みだ。本稿では、リバネスのこれまでの取り組みを

概説するとともに、ベンチャー企業や地域中核企業の海外展開支援の事例を紹介したい。

～国地域を超えて知識・技術・人材を橋渡しし、地球貢献に寄与する～

始動！Global Bridge Program

界の課題解決につながる大なཧ೦
を掲げるディープテック分野のベン
チャー企業は、いちૣく海外への展
開を目指すべき企業܈でもある。経
済産業省等の国家戦略でも、そうし
たベンチャー企業の育成・増加によ
り日本の国力向上を目指しており、リ
バネスは、日アセアン経済産業協力
ҕ員会（AM&ICC）から「日本のス
タートアップによるAS&AN 企業と
の協業を通じた海外展開促進事業」
を受ୗ、シンガポール・マレーシア・
タイの3カ国で17社のベンチャー企
業の伴走支援を行っている。今年度
も既に実績が出始め、環境移ૹ技術
を持つ株式会社イノカは InnoRua 
Asiaを設立しマレーシアの大学との
連携を開始、「タタメルバイク」を製
造・販売する株式会社 ICOMAはタ
イでの製造パートナーシップの締結
に至った。AM&ICCの活動の一環と
して、各国でのイベント参加やネット
ワーキングを通じ、多国籍企業やベ
ンチャー企業との議論・ަྲྀを深め
ている。
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東南アジアと共に成長する
地域中核企業の可能性

地域中核企業も、グローバルにい
ちૣく繋がる必要がある。日本国内
の企業の99.7%をめる中小企業
は、地域経済を支える重要な存在で
あるが、人口減গとগ子高齢化が同
時に進行する国内のみでの活動では
ૣ期に限界が見えるだろう。各自治
体でも地域企業の産業ৼ興に向けて
様々な施策を実施しており、なかで
もౡ県とは「ౡ県海外スタート
アップ等連携実証プロジェクト創出
業」を通じて、3年間で9社の海外
展開を支援してきた。本年度のプロ
グラム採択企業のひとつである部
産業株式会社は、ഇغԴᥡ֪を活用
した有機ੴփの国内トップメーカー
だ。採択後の最初の活動で初めて
フィリピンを訪れ、農業省や農場、ア

グリテックベンチャーそれぞれに対し
連携を提案した。同社の佐౻ོ営業
部長は、「フィリピンではまだ土改
良材という֓೦や、土のࢎ性度を
化学的に確かめるश׳がないことを
改めて知りました。一方で、日本の農
家に対する数十年のීٴ活動の経験
を活かしながら、東南アジアそして
世界の農業に貢献していきたいと、
強く໋感を感じました」とৼりฦる。

地域中核企業と東南アジアॾ国とが
連携し、共に成長していく。これこそ
全ての日本企業が持つべきマインド
セットだろう。

4D思考で俯瞰し、
橋渡しする

これらの事例のように、これからの
グローバル連携には、日本や自社の
歴史、連携する国や地域の時間࣠も
捉える「4D 考」で၆ᛌし、各国のࢥ
政府機関や大学、企業との共感と合
意形成のもと新たな活動を生み出す
ことが求められる。そのためには、自
らのアセットと事業、٬ސを捉えし、
現地にඈび込む人材を育てることも
必要だ。リバネスはGlobal Bridge 
Programを通じてこれらを促進し、
国や地域を超えて知識・技術・人材
を橋しし、地球貢献にد与するこ
とを目指していく。

ベンチャー企業と共に渡航した東南アジアでの活動の様子

シンガポール
2024/8/26-27の期間にߤし、政府の製造研究機関や7Cなどを訪問した。リバネスシン
ガポールが主催するGlobal KnoXledge Hub Forumに参加し、多国籍企業やベンチャー
企業との議論を行った。

マレーシア
2024/8/23-24の期間にߤし、Center of Garage Malaysiaで開催されたT&CH 
GARAG& Seminarと、ポスターセッションに参加。東南アジア6カ国を代表する12ベン
チャーが集まるT&CH PLANT&R ASIA FINALに参加、参加企業らとネットワーキングを
行った。

「日本のスタートアップによるASEAN企業との協業を通じた海外展開促進事業」での各国の活動

タイ
2024/8/7-9の期間にߤし、タイ最大規模の技術展示会Techsauce Global Summitに
合同でブース出展した。不動産やి力業界などタイにおける新たな現地企業、ࡒൊ、ベン
チャー企業等のつながりを増やすことができた。

▲フィリピンのドラゴンフルーツ農園
　訪問の様子
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2025年度
参加企業募集！

 支援内容（①②両プログラム共通）

リバネスと共に、海外展開に向けた一歩目を踏み出したい企業は、ぜひご参加ください。
˔ 日本で培ってきた知識（技術）を再言語化して展開する
˔ 各子会社に意ຯを持たせる（機能分化）
˔ 現地のリーダーシップをଚ重する経営のしくみをつくる（現地採用、育成）
˔ グループ企業としてのブランディング（ཧ೦、コア事業）を確立させる　　etc.

いずれかの現状課題を明らかにし、共に仕掛けながら戦略を立てることができます。

（1）コミュニケーターによるメンタリング
● 国内企業担当者および海外企業・政府等折衝担当者による伴走支援
● 定期的な個別メンタリングにより、現地機関との連携を検討するにあたり、事業課題の明確化、解決に向け
たプロセス整理、現地機関との連携に向けた戦略立案、各種法規制に関する調査に係る支援を実施

支援期間：2025年4月-2025年9月
現地ߤ：期間内で、2回程度の現地ߤを実施。そのうち1回
は、2025 年 5 月・7 月に開催する T&CH PLANT&R 
Southeast Asiaにあわせ、現地機関との面ஊおよび事業化連
携を検討します。（˞ߤ費は各社ෛ担）

支援期間：2025年10月-2026年3月
現地ߤ：期間内で、2回程度の現地ߤを実施。そのうち1回
は、2025年11月・2026年2月に開催するHIC Southeast 
Asiaにあわせ、現地機関との面ஊおよび事業化連携を検討しま
す。（˞ߤ費は各社ෛ担）

（2）現地課題・ニーズに関する情報提供
● 具体的な現地ビジネス展開を見据えて、東南アジアにおける社会課題やビジネスモデルを具体的に把握し、
協業・連携先探索等のヒントとするため、一次情報に触れる機会としてTECH PLANTER やHICを活用。

（3）東南アジア現地機関との個別面談・連携
（1）（2）を経て、海外展開の狙いを明確化したうえで、現地機関との面談を調整。面談に同行、コミュニケー
ションを支援し、連携の具体化に向け支援。

現地機関の例：政府機関、財閥等大手企業、スタートアップ企業、インキュベーター・アクセラレーター、
　　　　　　　大学研究者　その他、必要な連携先

＊上記対象国および期間以外での支援を希望する場合は、別途ご相談ください。
＊展開希望国が未定の場合にも、対象国の絞り込みから支援可能です。

お問合せ ： 株式会社リバネス　戦略開発事業部（石澤・秋永）　gbp@lnest.jp

Global Bridge Program  プログラム概要

①対象：海外展開を考えるあらゆる組織（最大6社）

対象国：シンガポール・マレーシア・フィリピン・タイ・ベトナム・インドネシア

②対象：海外展開を考えるスタートアップ（最大6社）

Global Bridge Program
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新政権の中長期政策が生む
成長の兆し

AS&AN、東アジア、中東へのア
クセスに優れたҐ置にあり、ムスリ
ム市場の中心を担うマレーシアで、
大きな動きがある。2022 年 11 月
にアンワル新政ݖが発足したのだ。
新政ݖでは同国を東南アジア経済
のリーダーとすべく、産業の高加
価値部門の活性化や投資༠கなど
を目的とした、10カ年計画「マダニ

（MADANI）経済政策」を2023 年
7月に発表。GDPで世界トップ 30
入り、世界競争力指標（GCI）で世
界トップ 12 入りを目指すなど7 つ
の野心的な目標を掲げたのである。
このマダニ経済政策の実現のため、
同国の投資貿易産業省（MITI）は
2030 年までに製造業の加価値
の増加、雇用創出、賃金引き上げ
などを行うことをંり込んだ産業政
策「 新 産 業 マ ス タ ー プ ラ ン

（NIMP）」を2023 年 9月に掲げた。
これまでも、半ಋ体を中心としたి
気ి子部品などの製造業や IT・デ
ジタル産業に力を入れてきたが、国
家予算と⺠間投資によりさらなる
成長へと踏み込む。

この成長を後押しし、ଞの東南
アジア各国の成長につなげるべく、
リバネスはリバネスマレーシアを東
南アジアヘッドクォーターに໋し
た。

高まる日本企業への期待と
拠点設置

同国は、1 9 8 0 年 代の「ルック
イースト政策」として日本の࿑働規
ൣや集ஂ主義などをお手本とした
背景があり、今でも日国で、ӳ
語のීٴや༰なफ教؍もあり、
日本企業のັ力的な展開先となっ
ている。同国にはංຬ率の改善、
国産品の質と生産性向上、エネル
Ϊーの持続可能性など、解決すべ
き課題が様々あるが、同国の経済
成長と所得水準の向上により、消
費ࡒや高加価値製品の販売先と
して同国のັ力が高まっている。日
本の݈߁৯・৯や、ものづくりな
どの日本の優れた技術とノウハウ
を求めるも多い。近年は、東南
アジア各国との地政学的な関係性
から、同国、特にクアラルンプール
を 中 心 に ム スリム・ハ ブ として
AS&AN 地域౷括拠点の設置を検
討する日本企業もある。拠点設置
時には、グローバルサービス・ハブ
という税制優遇ા置も活用可能だ。
首都クアラルンプールかられた
地域ではそれぞれに経済特区の設
置、長期開発計画「コリドー開発」
が進められ、製造業、農業など
大な土地やఱ然資源を活かした産
業分野開発とそれらを促進するた
めの外資໔税政策などが進められ
ている。

　新政権となったマレーシアは、GDPで世界トップ30入りを目指している。同国政府は野心的な成長目標と海外の
資本や技術を受け入れる政策を掲げた。日本企業がムスリムハブである同国の急激な成長の波に乗ることができれば、
同国を中心とする東南アジア市場で新たな成長曲線を描けるに違いない。

マレーシア新政権の飛躍的な成長に向けた
経済とイノベーション関連政策

東南アジアを牽引する
イノベーションハブへ

また、同国政府は、2024年4月にク
アラルンプールを世界トップ20のイノ
ベーションハブにする新政策「KL 20」
を打ち出した。具体的な目標として、
2030年までにスタートアップを2500
から3000社増やすこと、年間のベン
チャーキャピタル投資額を増額するこ
と、スタートアップ関連雇用を新たに
10万人創出すること、スタートアップ
セクターがGDPの5ˋをめて経済成
長の後押しとすることを掲げている。資
金を集める仕組みとして、スタートアッ
プ向けの政府系ファンドの拡ॆと資金
調達手段の規制؇、研究開発やエン
ジェル投資家の税制優遇を実施する。
人材を集める戦略として、スタートアッ
プ向けの専用ビザの拡ॆ、政府主ಋの
アクセラレータプログラム、インキュ
ベータの設立、コワーキングスϖース
など働きやすい環境整備もٸ速に進め
る方針だ。新技術やビジネスモデルに
対する規制؇や行政手続きのデジタ
ル化や؆素化、特ڐ出ئプロセスの効
率化などスタートアップを後押しするた
めの取り組みが数多く行われる。

新政ݖになって2年。同国はܧぎ
ૣに新政策を打ち出し、うねりが生ま
れつつある。既存企業のみならず、ス
タートアップにとっても、同国のັ力は
高まるばかりで、目がせない。

（文　田ᔶ म平）

国
家
政
策
な
な
め
読
み

（参考） SP&&CH T&9T MADANI &CONOM:: &MPO8&RING TH& P&OPL&：「マダニ経済政策：国⺠力の強化」（2023年7月27日）
https://XXX.pmo.gov.my/2023/07/teks-ucapan-ekonomi-madani-memperkasa-rakyat/

 N&8 INDUSTRIAL MAST&R PLAN 2030（新産業マスタープラン2030）：製造業の高度化などによる成長推進政策
 https://XXX.mida.gov.my/launch-of-the-neX-industrial-master-plan-2030-nimp-2030/
 KL 20 Action Paper：マレーシア政府が発表した2030年にマレーシアを世界20Ґのイノベーションハブにするための目標と計画
 https://XXX.kl20.gov.my/Xp-content/uploads/2024/04/KL20-Action-Paper.pdf
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物の外น清は通ৗ、下からొる時ݐ
ははしご、上から߱りる時は൘とロープ
をっているボサンチェア、をツールとし
て人力で行われている。しかし、この種の
作業はඇৗにݥةで、作業中の落下事
Ҽのトップࢮは世界的にも作業現場のނ
2に挙げられている。安全対策が取られ
ているにも߆らず、ώューマンエラーによ
る事ނは後をઈたない。 さらに、シンガ
ポールでは高齢化が進み、人݅費も高ಅ
しているため、出Քぎの外国人࿑働者さ
え雇うことは現実的ではない。そのため、
企業はロボットやドローンを用するこ
とをબ択せ͟るを得ない状況にある。 
Spinoff Roboticsのドローンがシンガ
ポールのガーデンズ・バイ・ザ・ベイにあ
るスーパーツリーの清に用されてい
ることからもわかるように、シンガポール
では既にロボットやドローンの必要性を
認識して活用している企業や組৫が存在
している。

Spinoff Roboticsのドローンの核と
なる技術は、水だけでなく、೪度やີ度
に関係なくさま͟まな種類のӷ体を発ࣹ
できるというものだ。安定したඈ行を維持
しながら、正確かつਫ਼ີにӷ体を発ࣹす
ることが可能だ。さらに、ドローンはモ
ジュール式で設計されており、既存のあ
らΏるタイプのホースに対応できるため、
ଞの用్に転用することもできる。 用

可能なӷ体には、ચࡎ、化学薬品、水
ӷ、スプレーృ料、さらにはѹॖۭ気な
どの気体も含まれる。催ྦスプレーや着
色ӷなども用でき、デモୂの制ѹなど
公安目的にも活用できるだろう。実際に
シンガポールの消ॺから高所での消Ր
活動にえるドローンの開発ґཔがあっ
た。ただし、現在のところ消規制がݫし
いため、近でのಋ入は難しい状況にあ
るが、 中国では消Ր活動にドローンを
用している事例もあることから、ଞ国での
ಋ入の可能性はされていると言えるだ
ろう。

日本をはじめとする高齢化と人口減গ
が進んだ国々では、ロボットやドローンの
活用がんになっている。日本にも多くの
ドローン企業があり、競合企業になりそ
うだが、Chee HoX氏はٯの発想で行
動を起こしている。 「既に日本のドローン
企業とަবを進めている。現在、多くの
企業は点検サービスを主に提供しており、
清用ドローンを手がける会社はまだ存
在していない 」と C h e e  H o X 氏 。
Spinoff Roboticsの日本展開を視野に
入れつつ、ଞの先進国でも清用ドロー
ンの展開を検討している。 同社の高ਫ਼度
ӷ体ࣹシステムをࡌしたドローンは、
日本やଞの先進国のݐ物メンテナンス市
場に大きな変化をもたらす可能性を秘め
ている。競合プレイヤーとの競争ではなく、
共創によって、新たな市場開拓を実現で
きるかもしれない。

（文 イェブジェニ・アスター・デューリヤ）

ɹࠃࢢՈシンΨϙーϧはɺࠃ͍ڱに���ສਓのਓがΒ͠ て͓ΓɺଟくのߴϏϧがཱͪฒͿɻ͠ ͔͠ ɺߴ Ϗϧの֎
น૭のਗ਼が大 ͳ͖課題とͳͬ て͍るɻChFF HoX 5anࢯがઃཱͨ͠ 4pino⒎  3oCotiDsࣾはɺඈߦ中の҆ఆੑをҡ࣋͠
ͳがΒચড়ӷをࣹで͖ るਗ਼༻ドϩーンを開ൃすることで世界中のࢢ開ൃに大 ͳ͖インύΫトを༩えΑ͏ と͠ て͍るɻ

どんな液体でも発射できるドローン：
多様な機能で多様な課題の解決を

We believe our 
technologies have synergy 
with many applications. 
We think Japan is a unique 
market and there is lots of 
space for collaboration. 
We look forward to 
collaboration with 
companies from Japan!

From Chee How Tan

Co-Founder/CEO of Spinoff  Robotics

ਓྗにཔるݥةとコスト

ଟతに׆༂する
4pino⒎  3oCotiDsのドϩーン

でڞ૪ではͳくڝ
ઌਐࠃの課題ղܾをࢦす
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HIC Highlight その１ コトを起こす：
「イグニッション・セッション」を初開催

これまで東京・大阪のHICで開催され、好評であった「知
識製造イグニッション」がHICフィリピン大会で東南アジア
に初上陸を果たした。異分野の研究者・ベンチャー・大企業
が会場内での対話から生まれた連携プロジェクト案を、スラ
イド1枚に具体化してピッチする。Bluetoothビーコンを活
用して高齢者のモニタリングを実施するアイデアや、ハエの
キトサン由来のビーズを活用して水域から重金属を除去す
るアイデアが披露され、これからリバネスのコミュニケー
ターによる伴走支援が始まる。

HIC Highlight その２ コトを繋げる：
「Galapagos Guardians」の東南アジアでの実施

シンガポールはグローバルナレッジハブとして、東南ア
ジア圏の活動を超えて、ヨーロッパ、アメリカ、そして南半
球の経済圏との知識が繋がる拠点となる。HICシンガポー
ル大会で象徴的だったのは、UK籍ベンチャーIchthion社
の「Galapagos Guardians」プロジェクトについて東南ア
ジアでの実施に向けたパートナーシップが発表されたこと
である。本プロジェクトはIchthion社がエクアドルで進め
る海ゴミ回収事業だ。河川からゴミを自動で回収し、AIが
回収したゴミの種類を分析し、公共政策へのフィードバッ
クを実施する。海洋プラスチックゴミが大きな問題となって
いる東南アジアへの大きな一手となるだろう。

HIC Highlight その３ 課題を深く知る：
「マインドストーム・セッション」を初開催

　マレーシアでは地場課題である自然災害に対する対策を
徹底的に議論する「マインドストーム・セッション」を世界で
初めて開催した。現地の主要産業で極めて重要な役割を
担っているステークホルダーやパートナーから課題が定義
され、参加者は既存の枠組みを強化する施策や、それを超
えた解決策を想起した。鍵となるのは専門家からの課題のイ
ンプットだ。それを元に超異分野の参加者が解決策を議論
する姿こそがHICらしいと言える。

分野、業種、所属を超えて議論し、新たな知識を生み出
す場である「Hyper Interdisciplinary Conference

（HIC）」が東南アジアの主要 6カ国全てで開催されるよう
になり、3年目となった。各国トップの研究者・現地政府機
関・企業・ベンチャーがどの国においても100名以上集ま
る稀有なプラットフォームとなり、近年は東南アジア進出
を志す日本企業にとっては新規プロジェクト創出に向けた
一歩目を担う役割を果たしている。

2024年11月シーズンのHICは、リバネスが海外子会
社を設置しているフィリピン、シンガポール、マレーシアの
3カ国で実施された。それぞれの大会テーマを「Beyond 
Borders: Uniting Perspectives for a Symbiotic 
Society （垣根を超えた共生社会の視点）」、
「Serendipitous or Designed: The Duality of 

Impactful Innovation（セレンディピティとデザイン：イ
ノベーションの二面性）」、「Leveraging Technologies 
in the Face of Natural Disasters（自然災害に対する
テクノロジーの利用）」とし、合計 400 名以上の参加者を
集めた。

▲11月9日、フィリピン大会の様子。日本からも企業・
　自治体がパートナーや発表者として多数参加した。

起こす、繋げる、深く知る
Hyper Interdisciplinary Conference in Southeast Asia
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Hyper Interdisciplinary Conference in Southeast Asia 2025シーズン開催予定

Hyper Interdisciplinary Conference

Hyper Interdisciplinary Conference

Hyper Interdisciplinary Conference

Hyper Interdisciplinary Conference

in Thailand

in Malaysia

in Singapore

in Indonesia

2025年2月15日

2025年11月22日

2025年11月15日

2025年2月8日

Hyper Interdisciplinary Conference

in the Philippines
2025年11月8日

Hyper Interdisciplinary Conference

in Vietnam
2025年2月22日

参加申込み・詳細は
Webサイトへ
https://hic.lne.st/

②国家戦略や技術動向を理解する
教育、インフラ、通信、農林水産業等々
の課題に関して、国がどのような政策を
掲げ、企業や大学の研究を推進しようと
しているかが分かる。

③新たな研究・プロジェクトを立ち上げる
日本企業として現地で実現したいアイデ
アや独自の技術シーズを持ち込むことで、
現地パートナーとの共同研究やプロジェ
クトの立上げが可能。

HIC SEA 活用のススメ

①現地固有の研究シーズに触れる
多様な生物資源や現地独自制度の活用、
そして未熟な社会インフラの改善など、
日本とは異なる研究テーマに出会える。

2025年の2月開催の3カ国にも多数の参加者が集まり、超異分野の議論が起きることが期待されている。首都移転を控える人
口2億人の強国インドネシア。世界の工場のポジションを脱却し、イノベーションエコノミーを強化したいタイ。そして、大手IT企
業や不動産企業を中心にスタートアップエコシステムに注目が集まるベトナム。さらに自国の研究者がどのように技術や考え方を社
会に打ち出していくかが、さらなる発展の鍵となるだろう。

超異分野学会ベトナム大会
Interdisciplinary Conference in Vietnam

日程：2025年2月22日（土）　
会場：University of Social Sciences and Humanities, Vietnam National University, Ho Chi Minh City (USSH-VNUHCM、ホーチミン市内)

超異分野学会タイ大会
Interdisciplinary Conference in Thailand

日程：2025年2月15日（土）　会場：Kasetsart University（KU、バンコク市内）

超異分野学会インドネシア大会
Hyper Interdisciplinary Conference in Indonesia

日程：2025年2月8日（土）　会場：Institut Teknologi Bandung（ITB、バンドン市内）
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詳細、お問い合わせ ： https://hic.lne.st/

HIC2025シーズン 国内大会 開催予告

超異分野学会は、研究者、大企業、町工場、ベンチャーといった分野や業種の違いにとらわれずに、
議論を通じて互いの持っている知識や技術を融合させ、
人類が向き合うべき新たな研究テーマや課題を捉え、共に研究を推進するための場です。
異分野・異業種の参加者により、これまでにない研究テーマの創出、
課題解決のアプローチを建設的に議論し、垣根を超えて共に最先端の研究開発を仕掛け続けます。
リバネスが掲げる知識製造の原点がここにあり、知識製造業の最前線の現場がこの超異分野学会です。

超異分野学会は、自らの専門性と情熱を持つ多様な研究者や企業が、単独では描けない
未来を描き、そこに向かう異分野チームを形成する、唯一無二の学会です。しかし、次へと
つながる一歩はただ集まり異分野を面白がるだけではなかなか生まれません。本大会では、
参加者の皆さんが別の誰かと共感をつくり、次の小さなアクションを約束して帰ることがで
きるような仕掛けを用意しています。他者の発表に耳を傾け、その問いや課題に自分ができ
ることはないかと首を突っ込み、領分を広げることで新しい動きを創っていきましょう。

共感をつくり、領分を広げる

聴講参加、メンバーシップ 募集中！

［開催日時］2025年3月7日（金）・8日（土）
9:30～18:00

［開催場所］ベルサール新宿グランドコンファレンスセンター
（東京都新宿区西新宿 8-17-1 住友不動産新宿グランドタワー 5F）

［ 参 加 者 ］アカデミア、ベンチャー、大企業、町工場、自治体、中学・高校生 etc

アカデミア研究者・学生：無料　企業の方：10万円（税別、手数料別）＜参加費＞
＜メンバーシップ＞ 各大会3名まで入場可（1年間有効）、事前レクチャーセッションあり：120万円（税別）

［大会テーマ］

超異分野学会2025
東京・関東大会

超える。つながる。世界を変える。
Hyper Interdisciplinary Conference in Japan
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　今年9～10月に7領域（ディープ、エコ、マリン、アグリ、フード、バイオ、
ライフ）でデモデーを実施したテックプランター。その各領域の最優秀賞受
賞者は、各 リ々バネスのコミュニケーターが引き続き伴走しながら、2025
年3月7日に超異分野学会2025東京・関東大会のセッション内で、英語
でのプレゼンテーションを行います。
　本セッションを通して7社のうち2社が、2025年8月に実施される
TECH PLANTER Asia Finalに日本からの選抜チームとして招待されます。
　東南アジアは社会の様々な場所に未解決の課題が残っている地です。こ
こに日本のアカデミアで培われた技術を、課題を解決する事業という形で届
けることで、国をまたぐ新しい架け橋を創っていくことを目指します。

超異分野学会の特別ピッチセッションで優秀な成績をおさめた2チームに加え、東南アジア
主要6か国（フィリピン、シンガポール、マレーシア、ベトナム、タイ、インドネシア）で2025
年に開催されるTECH PLANTER Demo Dayから選抜された12チームが一堂に介する
「アジアのテクノロジーとイシューの今が一望できる」会です。

TECH PLANTER 2024 7領域の最優秀賞受賞者による
特別ピッチセッションを開催！

TECH PLANTER ASIA FINAL 2025

HIC2025 東京・関東大会内にて

［日時］ 2025年3月7日（金）14:00-16:00
超異分野学会2025 東京・関東大会内にて開催

［日時］ 2025年8月23日（土）［場所］ マレーシア、 サイバージャヤ

発表予定チーム

日本と東南アジア主要6カ国の各国ラウンドから
選抜された14チームが集積

After TECH PLANTER 2024 

トップ2チームが2025年8月に
マレーシアで開催される
TECH PLANTER Asia Final へ招待！

DigiTaste SPHinX ChatENT

リッパー株式会社エスメムス エレメントニュートラル 株式会社YAXIE
電池・配線不要、どこでも
置くだけワイヤレスセンサ

シリコン還元剤を用いる
CO2の変換反応

味をデジタル化し、共有する
パーソナル味覚センサー

ナノテクノロジータイヤで
海洋マイクロプラを減らす

途上国でも利用可能な
感染症簡易診断キットの開発

農業を持続可能にする
自然由来ナノハイドロゲル技術

メガネ一体型骨導補聴器と
次世代VR聴覚リハビリ
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https://lne.st/2024/09/10/pilotstart/

リバネスが提唱する“知識製造業”は、「知識と知識の組
み合わせによって新たな知識をつくりだすこと。そして新た
な知識によって未解決の課題を解決すること」を意味する
概念です。
今年4月に初開催し、2025年4月に第2回を開催するこ
とが決定した全国知識製造業会議は、まさに文字通りに、
この知識製造業の概念を社会全体へと拡大するための場
です。
全国の中堅企業・中小企業、ベンチャー企業、金融機関
が一堂に会し、知識製造業の概念やその実践方法を共
有・議論することを通じて、実際に未解決の課題解決に取
り組んでいくためのきっかけをつくることを目指しています。

全国知識製造業会議の場で生まれた知識の種を芽吹かせるためには、製品や
サービスのかたちに落とし込むことが不可欠です。そして、実際に製品化やサー
ビス化にこぎつけるためには、実行可能な体制の構築、製品・サービスの試作
開発、フィールドでの実証、各プロセス毎の予算確保などが必要となります。こ
のたびリバネスでは、これらの取り組みを後押しするサービスとして「パイロット
スタート」を開始しました。
さらに、製品化やサービス化が実現した先には、それを売るための仕組みも必
要ですが、このプロセスに関してもすでに検討を開始しています。
リバネスは全国知識製造業会議によって中堅企業・中小企業の「知識製造業へ
のシフト」を促すと同時に、ここで生まれた知識の種が実際に社会に実装される
までのプロセスを一気通貫で行えるような仕組みを構築していきます。
それら全ての起点となる全国知識製造業会議2025は、初開催の2024を礎
として、さらなるアップデートを図るべく準備を進めています。詳細につきまし
ては随時ウェブサイトで情報を公開していますので、ぜひご参照ください。

全国知識製造業会議、
その先に

生まれた知識の種から「製品・サービス」をつくるために

「知識製造業へのシフト」の具体的プロセス

うる
・量産体制を確立する
・拡販環境をつくる
・アフターサポート等の仕組み
  を整える

つながる

全国知識製造業会議　等

・自社の強みを再認識する
・解決を目指す課題を捉える
・組み合わせる知識を得る

つくる

パイロットスタート　等

・体制を構築する
・事業化計画を立てる
・予算を確保する
・試作する

パイロットスタートの
詳細はこちら
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ダイジェスト全国知識製造業会議、
その先に

老舗ベンチャーの実践者から学ぶ、
知識製造業へのシフト

全国知識製造業会議2024
パネルセッション

■主　　催：株式会社リバネス
■日　　時：2025年4月18日（金）
■場　　所：東京都立産業貿易センター 浜松町館4F展示室
■公式サイト：https://km.lne.st/

全国知識製造業会議2025
出展企業募集中

2024年4月12日（金）に開催された全国知識製造業会議2024 パネルセッション『創業100年越えの老舗ベンチャーが語る、知
識製造業の実践とは』では、長谷虎紡績とKOBASHI HOLDINGS、リバネスの三者が登壇。その時代特有の社会課題を解
決することで現在まで事業のバトンを繋いできた老舗ベンチャーが、その知識製造業の実践例を語りました。

「雑巾のレンタル事業で世の中を幸せに」熱意に打たれて組んだタッグ
長谷虎紡績の知識製造業の実践例は、遡ること61年前のことです。ボロボロのタオルをミシンで縫って雑巾に
する時代に、「雑巾をレンタルする事業を始めたいので、糸の開発に協力していただきたい」という男性が訪れま
した。当時の代表であった長谷虎治は、その男性の純粋な想いに感銘を受け、糸の開発に協力。その男性こそ
がダスキン創業者の鈴木清一さんであり、長谷虎紡績の協力でダスキンの『レンタルクロス』が誕生しました。
◀ 長谷虎紡績株式会社 代表取締役社長 長谷享治 氏

100年以上積み重ねた製造の知見で、包括的なものづくり支援を実施
KOBASHI HOLDINGSは1910年創業の農業機械メーカーで、田んぼや畑を耕す鍬や鋤などの鉄製の農
業器具をつくっていたのが原点です。2020年にはKOBASHI ROBOTICSを新たに設立。100年以上積み
重ねた製造の知見や経験をベンチャー企業に提供することで、包括的なものづくり支援を実施。自分たちが蓄
積してきた知識をベンチャー企業の開発と掛け合わせることで、知識製造業を促す仕掛けを実践しています。
◀ KOBASHI HOLDINGS株式会社 代表取締役社長 小橋正次郎 氏

知識製造業を実践するための3つの心得
中小企業が知識製造業へとシフトするためには、「ベンチャー企業が掲げる課題解決に着目したコミュニケー
ション」「『待ち』の姿勢ではなく、中小企業からベンチャー企業への積極的な提案」「中小企業ならではのス
ピード感を持った投資の決断」が重要です。知識製造業によって世界を変えていきましょう。
◀ 株式会社リバネス 代表取締役グループCEO 丸幸弘

『創業100年越えの老舗ベンチャーが語る、知識製造業の実践とは』のより詳細なダイジェスト記事は
左のQRコードからご覧ください。
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　日本経済の再興には、地域に
根差した中堅企業の成長が不
可欠だ。これまでいわゆる大企
業と中小企業に2分され、中堅
企業は政策の空白地帯とされて
いた。日本政府は2024年を「中
堅企業元年」と位置付け、新た
な支援策を打ち出した。経済産
業省で中堅企業施策を取りまと
める高谷氏に、施策の狙いと日
本企業を支える未来の中堅企業
への期待を伺った。

中堅企業の果敢な
未来投資を後押しする
経済産業省　経済産業政策局　産業創造課　課長補佐（総括） 高谷 慎也 氏

日本を支える
中堅企業向け政策が始動

2024年から日本の「中堅企業政

策」が大きく動き始めている。中堅

企業とは「中小企業基本法」の中小

企業の定義に該当しない従業員

2,000 人以下の企業を指し、大企

業が約 1,300 社、中小企業が約

336 万社に対し、中堅企業は約

9,000 社が該当する。経済産業省

の高谷氏は「中堅企業は、海外拠点

これまでは中小企業に対しては手

厚い支援策があるが、中堅企業は大

企業と同様の支援策であったため、

中小企業から中堅企業へと成長す

るインセンティブが働いていない状

態になってしまっていた。政府は

2024 年 3月に中堅企業が活用可

能な施策を取りまとめた「中堅企業

成長促進パッケージ」を公表した。

地域経済を牽引する存在の中堅企

業の成長促進に向けた第一歩であ

り、続いて同年6月に関係府省庁の

の事業を拡大しつつも、国内拠点で

の事業・投資も着実に拡大し、国内

経済の成長に最も大きく貢献してい

る」と話す。大企業は海外拠点で事

業を拡大してきた一方、国内に目を

向けると中堅企業の存在が大きい。

特に中堅企業は地域に本社を置き、

その地域の良質な雇用の担い手とし

て大きな役割を果たしている。「過

去10年で見ても、従業員数や給与

の伸び率は大企業よりも中堅企業の

ほうが高い」と高谷氏は指摘した。
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「中堅企業等支援に関する今後の取

組方針2024」を示した。並行して、

同年 2月に成長意欲のある中堅企

業に対する成長を支援する「産業競

争力強化法等の一部改正」が閣議

決定され、同年5月に成立し、同年

9月よりその一部が施行された。高

谷氏は「中小企業から中堅企業へ、

中堅企業からその先へと、シームレ

スに成長を支えられる産業政策の

体系を整えることを目指した」と説

明する。 

成長意欲のある企業には
大型予算と税制優遇を

新政策の柱となるのが、3つの支

援策だ。第一に、3年間で3,000億

円規模にもなる大規模成長投資補

助金があり、1社あたり最大50億円

（補助率 3 分の1）を支援する。「中

堅企業ならではの数十億円規模の

設備投資によって生産性向上や省

力化、ひいては賃上げができるよう

な地域企業のチャレンジをサポート

したい」と高谷氏は支援策の意図を

話す。公募では予想を上回る応募が

あり、1 次公募で7 倍、2 次公募で

は10倍以上の競争率となった。今

年度は194社が採択され、採択者

の平均投資額は約50億円、平均目

標 賃 上 げ 率 の 中 央 値 は 3 年 で

15.8%と、多くの企業が高い水準

の投資と賃上げに踏み切っている。

第二に、賃上げ促進税制における中

堅企業枠の創設だ。これまでの枠組

みでは、中堅企業は大企業向けの基

重要になる。今回の政策立案にあた

り、各地域の経済産業局を基点にし

ながら中堅企業の経営課題を集め

た。各地の支援機関や関係行政機

関が連携し、中堅企業の成長を支

援する体制を整備している。「成長

志向の企業が成長発展段階ごとの

経営課題を克服し、価値創造をし

続けられる環境を作ることが我々の

ミッションだ」と高谷氏は語気を強

める。

地域経済を牽引する中堅企業に

は強いオーナーシップを保つために

現場と経営が近く、研究開発や生産

能力増強のために中小企業とは異

なる大規模な投資が必要といった

企業もある。また、より多くの中堅

企業が国内事業基盤を維持・発展

させながら、海外展開も含めて持続

的に成長できるような自律的な成長

環境の構築が求められている。これ

らの特有の状況や課題に対応した

施策、世界で勝てるグローバルニッ

チトップ企業に成長するための施策

は、今後も検討されていく。政府は、

各国の中堅企業の施策や動向を参

考に中堅企業の役割や課題、官⺠

で取り組むべき事項をまとめた「中

堅企業成長ビジョン」の策定に取り

組み始めた。

新たな投資や賃上げに積極的に

取り組む中堅企業に対して国を挙げ

て後押しする。新しい挑戦へと踏み

出す中堅企業が、地域の、ひいては

日本の経済の未来を切り開く。

（文　西村 知也）

準が適用され、大企業並みの賃上げ

をしないと制度を活用できずハード

ルが高かったという。第三に、中小

企業のM&Aを支援する税制を創

設。双方の経営資源を効率的に活

用するために、中堅企業が中小企業

を買収し、グループ一体で成長でき

るような体制化を支援する。特に人

手不足が課題となる中、M&Aを通

じて人材や技術を獲得していくこと

を狙う。複数回のM&Aを実施する

企業には、取得価額の最大 100%

までの損金算入を認めるなど、手厚

い税制優遇を用意している。

高谷氏は「中堅企業から大企業へ

の成長割合は国際的に見ても低い

状況にあり、国内外の大企業と競争

していくための成長投資やM&A等

が十分に行えていないといった課題

がある」と指摘する。3つの支援策に

より、中堅企業がリスクを取って投

資する環境が整う考えだ。具体的か

つ積極的な産業政策をさらに展開

することで、中堅企業の不確実性を

減らし、予見可能性を高められる。

中堅企業の変化が刺激となり大企

業が変化することも期待される。

世界で勝てる
地域中堅企業へ

中堅企業は日本の研究開発費の

約2割を担っており、技術力の高さ

は世界でも通用するポテンシャルを

秘める。首都圏だけではなく、地域

の中堅企業が抱える経営課題や支

援ニーズに合わせた政策の立案が
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9年間の蓄積から
次の仕掛けへ

「地域に新しい産業を作り雇用を生
み出す」。2014 年に日本政府が「ま
ち・ひと・しごと創生法」を制定し、各
地で地方創生の取り組みが開始され
たが、現在でも東京一極集中の状態
が続いている。

リバネスでは、この現状を解消すべ
く、2016年より、地域に科学・技術
を起点とした新産業のプレイヤーを
発掘・育成する、「地域テックプラン
ター」を熊本県、滋賀県から開始した。
これまでに26府県において、地域の
行政、金融機関、大学、地元企業、大
企業などと連携し、創業前からのゼロ
イチ支援を通じて、大学発ベンチャー
の創出や地域ベンチャー企業の成長
促進に取り組んできた。その結果、延
べ1694チームを発掘・育成し、94
社の研究開発型ベンチャー企業が生
まれ、121社の地域内外の⺠間企業
が参画するエコシステムを形成するに
至った。この9年間での活動を通じて
構築した地域のエコシステムを基盤と

　リバネスでは、2016年から地域の大学や企業に眠る研究成果の事業化を推進する地域テックプランターを26の地域で実施

してきた。9年間の取り組みで構築した地域のエコシステムを基盤として、来年度は「産業を創る」という新たな挑戦を始める。

して、次に仕掛けるのは「地域共生型
産業を創る」というチャレンジだ。

地域資源を最大限生かして、
産業の旗を掲げる

地域共生型産業では、各地に形成
した地域エコシステムをもとに、産業
のテーマを設計し、地域企業やベン
チャー企業を核としてリバネスのサイ
エンスブリッジコミュニケーターが産
業化における多様なプレイヤーに橋
をかけて集合体を形成し、地球規模
の課題を解決することを目指す。科
学・技術と、自然環境や文化・歴史な
ど地域の中で培ってきた資源を最大
限活用しながら、既存の産業構造に
捉われない新しい産業を推進する。

例えば、熊本県は、江戸時代の藩
校をルーツとして150年の歴史を持
ち、約 3 万種の薬草種子のライブラ
リーを保有する熊本大学薬学部をは
じめとして、漢方の事業を行う地域企
業、ヘルスケア分野で独自の技術を
持つベンチャー企業が多数存在する。
薬用植物の活用はこの地域の特色と
も言える。また、岐阜県においては、

日本再興の新たな道標
「地域共生型産業- Symbiosis Industry-」

130年前に創業し、近代日本の繊維
業を支えてきた地域企業を中心とし
て、機能性繊維の独自技術を持つベ
ンチャー企業が集積し、次世代の繊
維産業を構築できる可能性が見出さ
れた。

県・国を超えて集合体を
形成する場をつくる

このような背景から、リバネスでは、
地域共生型産業に向けた集合体を形
成する場として、2025 年 5月に「地
域共生型産業フォーラム」を立ち上げ
る。各地域で掲げた産業の旗に対し
て、地域内外から研究者、ベンチャー
企業、中堅・中小企業、行政、金融機
関を集め、ビジョンの策定やバリュー
チェーンの再考、ミッシングピースの
確保、人材育成など、いかに市場を
形成し、地域から世界へと発信してい
くかの議論を深める。

日本再興への道程は、地域のエコ
システムが醸成されつつあるいま、い
よいよ地域共生型産業を創るという
次のフェーズへと歩を進める。

（文　福田 裕士）

［開催日時］  2025年5月24日（土）  9:30～18:00
［開催場所］  東京都内
［ 内 容 ］ 基調講演、パネルディスカッション、産業テーマに合わせた展示

地域共生型産業フォーラム2025
コンセプト： 地域の新産業を構成する地域企業、
　　　　　ベンチャー企業の集合体を作る
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ニュース＆インフォメーション
新たな共同研究や事業提携についてお知らせします

中堅・中小企業の新規事業創出等を支援する
「パイロットスタート」の提供開始（9月10日）

　リバネスは、「地域テックプランター」等で培ってきた中堅企業・中小企業とスター
トアップ連携の知見や成果を日本全国の企業へと展開するべく、「パイロットスター
ト」のサービス提供を開始します。初期の連携創出だけでなく、その先の製品・サー
ビスの「パイロット版」の開発に必要な外部連携先を含めた体制構築までを一貫サ
ポートし、またリバネスのコミュニケーターが「パイロット＝水先案内人」として全体
のプロセスを伴走支援します。本サービスの拡大を通じて、中堅企業・中小企業の
新規事業創出と地域産業の活性化の促進を目指します。

　リバネスグループは、リバネスキャピタルとジャーミネーションファンドを通じ
て、エコテックグランプリ2023にて最優秀賞を受賞した株式会社ファイトリピッ
ド・テクノロジーズに出資しました。同社は、油脂高生産藻ナンノクロロプシスに
よる有用脂質生産技術を開発し、CO2排出ゼロの実現に取り組んでいます。今
回の資金調達により、同社は大型補助金への申請などを強化し、経営基盤の安定
化と事業拡大を目指します。リバネスキャピタルでは、今後も、資金調達が難しい
ジャーミネーション期ベンチャーへの協調出資を進めていきます。

テックプランター出身ベンチャーの
ファイトリピッド・テクノロジーズに出資（10月2日）

　リバネスは、マレーシアのサーキュラーエコノミーベンチャーADA Biotechと
研究資本提携を行い、2024年10月15日に戦略的パートナーシップを締結しまし
た。「研究資本提携」はリバネスが2023年から取り組んでいる新たな出資の形で
あり、リバネスグループが有する研究開発力との相乗効果を生み出し、ベンチャー
の研究開発から技術の社会実装までを加速することを目的としています。今回の
提携では、ADA Biotechストローの耐水性を向上させる素材等の研究開発やス
トロー以外のさらなる商品開発、さらには日本市場の開拓を目指します。

マレーシアのディープテックベンチャー
ADA Biotechと研究資本提携（10月17日）

■ 中小機構主催アクセラレーション事業「FASTAR」第11期支援先に、esa、ベホマル、TANSAQ
など採択（9月25日）

■ ウルバ、令和6年度広島県カーボンリサイクル関連技術研究開発支援補助金に採択（9月26日）
■ オリィ研究所、分身ロボット「OriHime」の遠隔レクリエーション実証実験を新潟県の高齢者施
設にて実施（9月30日）

■ フツパー、3D生成AI技術を活用した牛の体重・採食量推定システムの実証実験を丸紅と共同
で開始（10月1日）

■ ACSL、令和6年能登半島豪雨に係るドローンでの災害時支援活動を実施（10月4日）
■ 農林水産省中小企業イノベーション創出推進事業（フェーズ3基金事業）に、トクイテン、
ASTRA FOOD PLAN、ファーメンステーションなど採択（10月8日）

■ イノカ、マレーシアに子会社設立、海洋資源保全活動の東南アジア展開を開始（10月15日）
■ NEDOのSBIR推進プログラムに、リッジアイ、ElevationSpaceなど採択（10月17日）
■ ナチュラニクス、東芝と電動バイクタクシーのドライバー向けバッテリーサブスクリプションサー
ビスに関する実証実験をバンコクで開始（10月31日）

■ ICOMA、タイのThai BC Motorsと戦略的パートナーシップを締結（11月1日） 

テックプランター関連のベンチャーの活動を紹介します
ベンチャーHOT TOPICS
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主　　催：株式会社リバネス
対　　象： TECH PLANTERアラムナイベンチャー、

大手・中堅企業の新規事業や研究開発部
署、VC・CVC 等

参加人数：60名程度

株式会社リバネス 創業開発事業部　中島　　techplan@Lne.st

日　時 : 2025年1月29日（水）13:00 ～18:00 
会　場 : センターオブガレージ

東京都墨田区横川1丁目16－3

お問い合わせ先

TECH PLANTERでは、年間のバッチに留まらず、エントリーしたチー
ムを複数年に渡って事業開発、資金調達など多面的に伴走を続けてい
る。TECH VENTURE MEET UPでは、アーリーだけでなく、フェーズ
の進んだベンチャー企業とのディスカッションの場を提供し、事業会社と
研究開発やPoCなど連携プロジェクトの起点をつくる。

自己紹介ピッチ
参加ベンチャー・参加企業ともに、会の冒
頭で参加者全員による1分間の自己紹介プ
レゼンを行う。

テーブルセッション
30分のショートディスカッションを最大4
社のベンチャー企業と行い、自社の注力領
域に留まらない連携の方針を検討する。

交流会・ディスカッション

参加企業募集中！限定された領域だけでなく、TECH PLANTERで実施する7つの領域からベンチャー
が参加するため、日本国内の技術的な現在地を分野に拘らず俯瞰することが可能

領域を横断して
技術を俯瞰

事前のヒアリングから当日のセッションまでを通じて、リバネスのコミュニケーターが
伴走することで連携案を短時間で複数立案可能

サイエンスバックグラウンドを持ったベンチャー企業のみが参加。技術連携や研究開
発面での協業など、より具体的で実効性の高い連携仮説が立案可能

効果的に複数の
連携仮説を立案

技術連携・
研究開発の加速

軽食をとりながら、テーブルセッションで対
話した以外のベンチャー企業とのフリーディ
スカッションを実施する。

ディープテック形成を加速する

1月29日（水）
2025年

Tech Venture Meet Up JAPAN 2025 開催

TECH PLANTER 7領域を代表する
アラムナイチームが一挙に参加！

（Deeptech Venture of the Year 併催）※本誌p30-31参照

株式会社ポーラスター・スペース、株式会社ジャパンモスファクトリー、株式会社Aster、株式会社オファサポート、株式会社Hundred 
Semiconductors、株式会社メタジェン、大阪ヒートクール株式会社、株式会社ウェルナス、fabula株式会社、Yellow Duck株式会社、株式会
社TearExo、株式会社エンドファイト、株式会社ピリカ、ファイバークレーズ株式会社、株式会社ファーメンステーション、株式会社ARK、株式
会社コアシステムジャパン、株式会社セシルリサーチ、株式会社ナチュラニクス、株式会社コードミー、株式会社ソティステクノロジーズ、株式会
社カーボンフライ、炎重工株式会社、株式会社solafune、ハイラブル株式会社、tonari株式会社

昨年度の参加ベンチャー企業

◆ 参加メリット

詳細・申し込み

https://lne.st/
tvmujp2025

2024年
12月
1日
発
行
　
リ
バ
ネ
ス
出
版

〒
162

-0822 東
京
都
新
宿
区
下
宮
比
町
1-4 飯

田
橋
御
幸
ビ
ル
 ６
階

Tel 03
-5227

-4198　
Fax 03

-5227
-4199

【
企
業
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
・
大
学
と
地
球
貢
献
型
の
事
業
を
創
る
】

vol. 36
2024.12




